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令和５年第３回牛久市議会定例会 

 

議事日程第３号 

    令和５年１０月１３日（金）午前１０時開議 

 日程第１．一般質問 

 日程第２．休会の件 

         ――――――――――――――――――――――――― 

午前１０時００分開議 

○諸橋太一郎 議長 おはようございます。 

 本日の会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を行います。 

         ――――――――――――○―――――――――――― 

 一般質問 

 

○諸橋太一郎 議長 初めに、１７番杉森弘之議員。 

      〔１７番杉森弘之議員登壇〕 

○１７番 杉森弘之 議員 改めまして、おはようございます。市民クラブの杉森裕之でござい

ます。 

 質問の前に、さきの市長選で当選されました沼田市長に、心からお祝いを申し上げます。 

 私の質問は３つ、一問一答で質問いたしますので、よろしくお願いします。 

 第１の質問は、小中学校給食の無償化についてであります。 

 さきの市長選では、３候補が、小中学校給食の無償化を選挙公約としていました。まさに市民

の要望を反映したものと思います。牛久市の公立学校給食費の保護者の年間負担額は、実費で約

１１か月分、小学校が４万７，５２０円、中学校が５万１，５９０円と聞いております。約５万

円ということになります。しかも、これはあくまで子供が１人の場合であって、２人の場合は１

０万円、３人の場合は１５万円となり、給食費は、保護者にとって大変重い負担となっています。 

 日本では、子供の７人に１人が貧困状態にあると指摘されて久しく、子供の貧困に詳しい研究

者らは、国が取るべき子育て支援の本丸は給食だと言い続けてまいりました。日本の給食は、１

８９２年、貧困児童を集めた山形県鶴岡町、今の鶴岡市の私立の小学校が発祥とされています。

１９１９年には、自治体として初めて東京府がパンによる給食を始め、１９３２年には、文部省

の訓令により、国庫補助による給食が始まりました。 

 当時、東京府や国に、給食の必要性を訴えたのが、栄養学の父と呼ばれる佐伯 矩（さいきた

だす）博士でございます。特に給食を受ける子に惨めさを感じさせないため、貧困で弁当を持っ

てこられない子供だけでなく、全員で給食を食べようと提唱したことは有名です。貧困のスティ

グマ（烙印）を与えない工夫、惨めさを感じさせない制度設計が給食の根本にあるのであります。 

 給食の無償化について、市長はどのように考えているのか、どのような気持ちで公約に掲げた
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のか、まず伺います。 

○諸橋太一郎 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 学校給食の目的は、児童及び生徒の心身の発達に資するものであり、学

校給食の普及、充実及び学校における食育の推進を図ることであると学校給食法に記載されてお

ります。極めて有効な教育的役割が期待されております。ゆえに、学校給食は子供たちの成長や

健康維持にとって不可欠であり、それを支える環境整備は、社会全体が取り組むべき課題といえ

ます。 

 子育て世代の家計や心理的負担の軽減という点でも、給食費無償化は重要です。保護者が負担

する給食費は、年間平均約５万円に及び、これはコロナ禍や物価高騰も重なって、子育て世帯に

とって大きな負担となっているため、給食費を無償化することで、保護者の経済的な安心感を向

上させ、子育て意欲を高めることができます。 

 以上のことから、子育て世帯である保護者の負担軽減という観点から必要性が高く、子供たち

の未来を明るくするために、社会全体で取り組むべきと考えます。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 市民からは、無償化とともに安全安心な給食を望む声も多く聞きま

す。現在、牛久市の小中学校の給食における市内産品、有機農産物の使用率はどの程度であるの

か、また、今後どのようにしようと考えているのか、お聞きします。 

○諸橋太一郎 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 牛久市では、地産地消を食育に生かすために、牛久市営市場の職員も献

立会議に加わり、市内の野菜、果物等の生産状況を反映させた献立づくりに取り組んでいます。

そのほかの食材におきましても、市内産を優先して使用しています。 

 給食食材の牛久市産の使用率としましては、昨日も答弁をさせていただきましたとおり、令和

４年度に行われた県の地場産物の活用状況調査において、食材数ベースで５３．１％という結果

になっております。 

 有機農産物の活用につきましては、現在、牛久市におきましては、有機食品のＪＡＳ（日本農

林規格）に適合した生産が行われてはおりません。地場産物の活用を促進する観点からも、有機

農産物の使用には至っていない状況です。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 有機農産物については、今後、積極的に考えていってもらいたいと

いうふうに思いますが、次に、牛久市は、現在の小中学校における給食費の物価高騰分を免除し

ていますが、その免除の金額と給食費総体に対する割合はどの程度になるのか、また、経済的な

理由等による免除の対象者数、金額割合についてもお聞きいたします。 

○諸橋太一郎 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 近年の物価高騰による食材費の値上がりに対して、牛久市では、保護者

の負担軽減支援として、令和４年度において、給食賄い材料費の約１割分に相当する額の公費を

投入し、国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用することで、給食費を改
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定することなく、栄養バランスや量を保った学校給食の提供に努めてまいりました。これは令和

５年度においても同様です。 

 令和４年度における食材の高騰、物価高騰分としましては約３，６００万円となっており、賄

い材料費の支出全体に対する割合は９．１％となっております。また、牛久市においては、生活

に困窮する世帯に対して、生活保護及び就学援助として給食費を支給しております。令和４年度

の実績としましては、要保護・準要保護の対象となる児童生徒４３８名に対して約２，０００万

円の免除を行っており、同じく賄い材料費の支出全体に対する割合は約５％となっております。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 学校給食費の無償化は、既に政府・与党でも重要課題として取り上

げられております。その費用は約５，０００億円程度という試算もあり、軍事費倍増のための４

３兆円と比較しても、突出して大きなものではありません。全国市議会議長会でも、国において

給食費無償化を実現するよう要望する決議を、本年６月の定期大会で採択しています。それほど

遠くない時期に実現するものと確信をしているところでございます。 

 牛久市では、小中学校給食費の完全無償化のために必要な経費、今、回答された既に免除され

ている部分と、これから不要となる経費等を除外した、新たに必要な経費はどのくらいになるの

か、お聞きします。 

 それは、牛久市として、決して小さい金額とは思いません。市長は、段階的に進める意思を表

明されていますが、税金の公平な使い方を巡って市民の理解を得ることからも、そのほうが良い

のではないかと私も思います。さらに財源を巡っても、ふるさと納税やクラウドファンディング、

国や県の様々な補助金、交付金を探し出すこと。あるいは明石市の例にあるように、市民が安心

して子供を生み育てることができる魅力ある市に成長させ、多くの新市民の移入を促進し、税収

を確保することも期待されます。 

 特に、牛久市の場合、子育ては進んでおり、保育園の待機児童解消、小中学校での学び合い、

児童クラブ等に加えて、給食費の無償化もそろえれば、若い新市民の移入を大いに促進するもの

となると思われます。支出面における整理も含め、まさに政治的手腕が求められます。新市長に

は、この面でも強いリーダーシップを期待するものですが、いかがでしょうか。 

○諸橋太一郎 議長 沼田和利市長。 

○沼田和利 市長 杉森議員の質問にお答えいたします。 

 牛久市内の公立幼稚園、小中・義務教育学校の給食費を完全無償化にした場合、既に免除され

ている物価高騰分と就学援助分を除いた場合、令和５年度予算を基準にすると約３億８００万円

の歳入を見込んでおりますので、新たにその分の予算が必要となります。 

 その給食費の無償化を実現するに当たっては、子育て世代以外の市民に対する理解を得ること

も大変必要なことであり、無償化の背景や意義など、丁寧に広く周知していきたいと考えており

ます。 

 また、さきに答弁しましたとおり、現在、令和６年度予算の編成に向け、各課において予算要

求を行っているところでありますので、一般会計、特別会計及び企業会計の要求額を把握した後、
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歳入面では、市税や譲与税交付金など、経常的な収入の今後の動向を見極め、一方、歳出面では、

既存事業の縮小や廃止を含め、費用の見直しを図り、新規事業を含めた事業の取捨選択を実施し

ながら、小中学校の給食費の無償化が早期に実現できるように、財源の確保に向け、前向きに検

討してまいります。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 ぜひとも強いリーダーシップを期待しているところでございます。 

 第２の質問は、介護保険の負担増と、高齢者向け住まいについてであります。 

 介護保険制度は、３年に一度、大きな見直しが行われ、次回は２０２４年、来年４月に予定さ

れています。今回は、利用料２割負担対象者の拡大、あるいは高所得者の１号保険料の負担見直

し等が図られているともいわれています。 

 ２０００年に介護の社会化、自己決定によるサービスの自由な選択など、聞こえのよいフレー

ズで開始された介護保険制度でありますが、見直しのたびに改悪され、現状は経済的格差がサー

ビス利用の格差となり、低所得者ほど必要なサービスを利用できない仕組みとなってきています。 

 岸田首相は、防衛費の２倍化を主張していますが、５年間で４３兆円の増額を必要とします。

介護利用料の無料化は約１兆円でできるといわれています。介護労働者の２００万人の処遇を改

善し、全産業並みの収入にするためには、月８万円程度を上げることが必要ですが、それでも２

兆円程度で済むといわれています。何を優先すべきかは明らかではないでしょうか。 

 他方で、６５歳以上の高齢者数は全国で、２０２５年には３，６５７万人となり、２０４２年

にはピーク、３，８７８万人を迎える予測です。また、７５歳以上の後期高齢者の全人口に占め

る割合も増加していき、２０５５年には２５％を超えるといわれています。 

 厚労省は、団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年をめどに、重度な要介護状態となっても、

住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、医療、介護、

予防、住まい、生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を実現するとしてい

ます。 

 市は、２０２４年の介護保険見直しに向けて、どのような視点で臨もうとしているのか、まず

伺います。 

○諸橋太一郎 議長 宮本史朗保健福祉部次長。 

○宮本史朗 保健福祉部次長兼高齢福祉課長 第９期の牛久市高齢者保健福祉計画、介護保険事

業計画の策定に当たっては、国から見直しのポイントが示されております。主に中長期的な地域

の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えることや、複合的な在宅サービスの整備の推進

などが上げられております。また、キーワードとしては、地域の実情に応じたサービス基盤の整

備、在宅サービスの充実、地域共生社会の実現などがあります。市といたしましては、これらの

視点を持って策定に当たっております。 

 牛久市人口ビジョンによりますと、２０５０年頃に高齢者人口のピークを迎える推計になって

おりますが、ここ数年の人口推移を見ますと、実際には早まるものと見込まれます。国から示さ

れたポイントや市の人口、ニーズ調査結果等を踏まえ、県との連携を取りながら、介護保険運営
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協議会での議論を踏まえ策定してまいります。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 介護保険の費用は増大の一途であるということは事実であります。

ＩＣＴの活用等も含め、費用削減をどのように図るかということも必須の課題です。この点につ

いて、牛久市はどのような考えを持っているのか、お聞きします。 

○諸橋太一郎 議長 宮本史朗保健福祉部次長。 

○宮本史朗 保健福祉部次長兼高齢福祉課長 昨日のお答えと重なる部分もございますけれども、

システム化ですとかＩＣＴの活用につきましては、費用削減の観点はもちろんのこと、認定結果

が出るまでの日数の短縮などのメリットもあると考えております。 

 そういったものの導入は、真に必要であるという認識の下、既存のシステムとの連携ができる

ことを前提に、補助金の活用も視野に、導入済みの自治体の状況など調査研究を行ってまいりま

す。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 厚労省は、高齢者向け住まいとして、持家あるいは賃貸などの一般

住宅のほかに、家屋の状況、家族の状況等の理由で、一般住宅での生活が難しい高齢者に対して

は、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高

齢者向け住宅、認知症高齢者グループホーム等を確保するとしています。 

 そこでまず、市内の６５歳以上の高齢者の人数、高齢者だけの世帯数、あるいは一緒の世帯数

を聞きます。 

○諸橋太一郎 議長 宮本史朗保健福祉部次長。 

○宮本史朗 保健福祉部次長兼高齢福祉課長 まず、市内６５歳以上の高齢者の方の数ですが、

９月１日現在で２万５，４３２名です。次に、高齢者だけの世帯数及び高齢者が同居している世

帯数につきましては、６５歳以上の世帯の内訳は統計がなく、住民基本台帳上では、同居であっ

ても世帯分離をしているなど、実態にそぐわないことも多くあることから、国勢調査の結果でお

答え申し上げます。 

 直近ですと、令和２年１０月１日を基準日として実施された国勢調査に基づきまして、高齢者

だけの世帯数は８，５３３世帯、高齢者が同居している世帯数は６，５７７世帯です。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 それらの高齢者の中で、一般住宅での生活が難しい高齢者に対する

高齢者向け住まい、これに居住する高齢者はどの程度存在するのか、お聞きします。 

○諸橋太一郎 議長 宮本史朗保健福祉部次長。 

○宮本史朗 保健福祉部次長兼高齢福祉課長 そのような高齢者の方を主として保険者として全

体を把握する仕組みがないため、大変申し訳ありませんが、そういった数字をお答えすることが

できません。申し訳ございません。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 これからの施策の中で、それらに対する調査というものも検討をお
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願いしたいと思います。 

 次に、特養の入所条件は、年齢６５歳以上で、介護保険で要介護３以上の方、あるいは年齢４

０から６４歳で、特定疾病が認められた要介護３以上の方、特例により入居が認められた要介護

１から２の方であります。グループホームは、基本的に要支援２ということになっております。

牛久市では、要支援１の方、要支援２から要介護２の方、要介護３以上の方はどのくらいおられ

るでしょうか。 

○諸橋太一郎 議長 宮本史朗保健福祉部次長。 

○宮本史朗 保健福祉部次長兼高齢福祉課長 本年７月末時点の数字となりますが、介護保険認

定者３，６２８人のうち、要支援１の方が４９４人、要支援２から要介護２までの方が１，９２

４人、要介護３以上の方が１，２１０人となります。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 要介護２以下の方が大変多いということが分かると思います。 

 次に、６５歳以上の高齢者の年収を聞きます。１００万円未満、１００万円以上２００万円未

満等、１００万円区切りで、１，０００万円以上までの世帯数と割合を示していただきたいと思

います。 

○諸橋太一郎 議長 宮本史朗保健福祉部次長。 

○宮本史朗 保健福祉部次長兼高齢福祉課長 年収ごとの世帯数と割合ですが、世帯での把握が

正確にはできないことから、本年１月１日現在の個人市民税基本台帳に基づき、世帯ではなく個

人でのお答えとさせていただき、総所得金額で区分したものをお答え申し上げます。 

 まず、６５歳以上の高齢者全体の人数は２万５，２４６人でした。その上で、１００万円未満

が１万５，１２７人で６０．６％、１００万円以上２００万円未満が５，７３６人で２３．０％、

２００万円以上３００万円未満が２，２４５人で９．０％、３００万円以上４００万円未満が８

８５人で３．５％、４００万円以上５００万円未満が３８５人で１．５％、５００万円以上６０

０万円未満が１５３人で０．６％、６００万円以上７００万円未満が９５人で０．４％、７００

万円以上８００万円未満が６７人で０．３％、８００万円以上９００万円未満が３７人で０．

１％、９００万円以上１，０００万円未満が２９人で０．１％、１，０００万円以上が１８９人

で０．８％となっております。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 年収１００万円未満の高齢者が６割超ということです。市は、高齢

者の中での、特に低所得者層の拡大と、医療介護の需要の拡大、これらにどのように対処しよう

としているのか、お聞きします。 

○諸橋太一郎 議長 宮本史朗保健福祉部次長。 

○宮本史朗 保健福祉部次長兼高齢福祉課長 まず一つには、その方の個別の事情によって対応

ですとか、対策ですとかが変わってくると思われますので、そういった辺りを細かく聞き取って、

例えば生活保護といった制度につなげるといったような、そういった対応があるのかなと、まず

思われます。 
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 次に、介護や医療が必要な状態にならないように未然に防ぐという対応、これは既に取り組ん

でおりますが、活発体操などの運動に参加していただいたり、各種健診をしっかりと受けていた

だいたりといった取組、こういったものがありまして、需要を拡大させないことも対処であると

いうふうに思っております。 

 また最後、市としてというところからはそれるかもしれませんが、御質問の件は全国的な傾向、

あるいは問題であるというふうにも思われますことから、制度として何か対応が望まれるという

ことがあろうかと思われます。 

 住まいからは離れますが、一例を挙げますと、介護保険料は所得に応じて、９つの段階に分け

て御負担をいただいておりますが、とりわけ第１から第３までの低所得段階の方には、もともと

の公費負担に加えて、国・県・市が保険料軽減のための負担を制度として行っております。先ほ

ど申し上げましたような、市としての対処もさることながら、このような制度、仕組みが必要に

なるんではないかと思われるところもございます。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 ある大手不動産住宅情報サイトによれば、茨城県の有料老人ホーム

の入居時の費用は、相場で１，５７５万円だそうです。月額費用は１８万４，０００円といいま

す。サービス付き高齢者向け住宅は、入居時費用の総和が１３万５，０００円、月額費用は１２

万２，０００円といいます。牛久市内では、高齢者向け住まいの入居費用の相場はどの程度であ

りましょうか。 

○諸橋太一郎 議長 宮本史朗保健福祉部次長。 

○宮本史朗 保健福祉部次長兼高齢福祉課長 一般に、高齢者向け住まいと呼ばれるものには、

介護保険サービスである特別養護老人ホーム、認知症高齢者向けグループホーム、介護付き有料

老人ホーム等があり、介護保険サービス外として、サービス付き高齢者向け住宅、住宅型有料老

人ホーム等があります。それぞれに施設の位置づけ、入居対象者、設置主体などが異なります。 

 入居費用についてですが、特別養護老人ホームを例に、国が定める水準額を基に試算をいたし

ますと、最も安い場合で月額およそ１１万円、最も高い場合でおよそ２０万円となります。幅が

ございますのは、介護度や所得に応じた本人負担割合によって変わるためでございます。食費、

居住費、日常生活費は施設によって全く異なるため、この金額を超える場合もございます。 

 逆に、住民税が非課税で、かつ収入及び預貯金の額が一定の基準以下の方の場合は、食費等の

本人負担額に上限が設けられることで、この金額を下回る場合があります。また介護保険サービ

ス外の施設については、介護保険サービスの施設より高額となる傾向にあり、入居そのものに一

時金が必要となる場合などが様々ございますが、詳細については、申し訳ありませんが把握して

おりません。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 経済的な理由等で、特養に入居を希望しても入れない要介護３以上

の待機者は、今何人くらいおられるのか、また、要介護２以下の人で、高齢者向け住まいに入れ

ない人はどの程度なのか、お聞きします。 
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 高齢者で年金暮らしの世帯は、全世帯の約半数を占め、年金受給者のうち、約４５％は国民年

金で、その受給月額は約６万円台が一番多く、生活は決して楽ではありません。ＯＥＣＤ諸国の

中で、日本の貧困率は高い順から４番目です。特に、高齢者世帯の所得は、その他の世帯平均と

比べて低く、１５０万から２００万円未満の世帯が最も多くなっています。 

 そのため、６５歳以上の生活保護受給者は増加傾向にあり、２０２０年で１０５万人、生活保

護受給者全体の５２％、つまり過半数であります。家屋の状況、家族の状況等の理由により、一

般住宅での生活が難しい高齢者に対する住まいの提供が求められますが、どのような対策を考え

ているでしょうか。 

○諸橋太一郎 議長 宮本史朗保健福祉部次長。 

○宮本史朗 保健福祉部次長兼高齢福祉課長 当市の特別養護老人ホーム待機者ですが、県調査

の速報値によりますと、本年４月１日現在で９６名であり、前年の確定値に比べ２１人の増とな

っております。 

 市が把握する待機者は、特別養護老人ホームのみとなり、要介護２以下の方、要支援１から要

介護２までで、高齢者向け住まいに入れない方の人数につきましては、申し訳ありません、先ほ

どと同様、把握する仕組みがなく、お答えすることができません。 

 対策ですが、国が第９期計画のポイントとして上げている複合的な在宅サービスの整備を推進

することにもつながってまいりますが、要介護２以下の方々は、在宅サービスを活用し、住み慣

れた地域で暮らすことが比較的可能な状態であるため、高齢者向け住まいに入れず困っている状

況について個別に対応し、解決していくことが大切であると考えております。そういった解決が

できれば、高齢者向け住まいに入ることができなくても、在宅のまま生活を継続することができ、

待機ではなくなるといえる部分もあると思います。 

 今後、介護保険運営協議会における住まいの在り方の議論を注視しながら、引き続き、ケアマ

ネジャーや地域包括支援センターとも連携しながら、寄り添った対応を心がけてまいります。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 最後の質問は、人事行政についてであります。 

 牛久市は、常勤職員数の慢性的不足が続き、むしろ悪化しています。職員定数条例による牛久

市の常勤職員の定数は５４５人ですが、常勤職員は、２０００年に５０８人であったものが、２

０２０年には３５７人に減りました。この間、市の人口は２０００年の７万３，０００人から２

０２０年に８万５，０００人に、約２割増えたにもかかわらず、職員数は逆に３割減ったのであ

ります。 

 市は、２０２０年１２月の定例会で、私の質問に対し、次のような回答を行いました。７年後

には１５名の採用を予定し、２０２７年の職員数の目標を３９０名としている。これが答弁でし

た。 

 そして、この目標とする職員数は、定年を迎え退職する職員数と、新たに採用する職員数を基

本に算出し、人口と産業構造の２つの要素を基準として、各自治体が区分けされた類似団体の中

から、近年合併していないなどの条件の類似した市の職員数を参考にしながら検討し、設定した
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人数と説明しています。 

 根本前市長になってから、牛久市は、常勤職員数を増やす計画だったと思いますが、２０１５

年、２０１９年、２０２３年の常勤職員数の推移、そして２０２２年当初の採用計画数と結果、

その理由について伺います。そして、今後の職員採用計画について伺います。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 常勤職員数の推移ですが、定員管理上の職員数が、２０１

５年度３４１人、２０１９年度３５８人、２０２３年度３５３人で推移しております。 

 また、２０２２年度当初の採用計画では２１名の採用を予定し、１３名の職員を採用いたしま

した。当初の採用予定人数からは８名少ない結果となりましたが、その理由といたしましては、

試験途中や採用内定後において辞退があったこと、職種によっては応募がなかったことが上げら

れます。 

 今後、令和１０年度に４３０人の職員を確保できるよう、計画的な採用を進めてまいります。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 職員を増やす計画であったものが、逆に減ってしまったという結果

となっています。職員採用の予定数に満たない採用数というのは、何が原因と考えられるのか、

なぜ採用試験を続けないのか、会計年度任用職員の常勤化も含め検討すべきではないのか、また、

採用予定数自体が少な過ぎないのか、そして、途中で辞退、転職する人も含めた採用数を考える

べきではないのか、これらについて質問いたします。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 まず、職員採用の予定数に満たない採用数について考えら

れる原因でございますが、様々なことが考えられると思われます。最も影響を受けていますのは、

ほかの官公庁等との併願による職員試験辞退者が増加していることだと考えております。また、

採用予定者数の確保ができていない場合は、同年度中に再度採用試験を実施し、可能な限り採用

予定数を充足できるよう努めております。 

 会計年度任用職員の常勤化につきましては、地方公務員法における任用の根本基準に基づき、

職員の採用は競争試験または選考によるとされていることから、当市における会計年度任用職員

としての勤務経験を条件とした受験要件の緩和については、現在のところ考えておりません。会

計年度任用職員で常勤職員としての採用を希望する方は、一般の方と同様の条件で採用試験を受

験していただきたいと考えております。 

 また、採用予定数については、定年退職のほか、中途退職や執務室のスペースなども考慮した

人数で採用計画を作成しております。また、予定外に退職があった場合には、採用計画の人数を

前倒しして対応しております。 

○諸橋太一郎 議長 沼田和利市長。 

○沼田和利 市長 杉森議員の御質問なんですが、補足としまして、私もこの件、就任してすぐ

担当部局に確認いたしました。実際、毎年毎年この採用試験を行って職員の確保には努めている

といったことは、数字上、私も把握できたんですが、なぜ増やすことができないのかといいます
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と、要は受かった職員が翌年度には違う省庁に行ってしまう。要は、近隣の自治体に移ってしま

うといった現状がございます。 

 これはなぜ起きるのかということは、その当事者に話を聞いたわけではございませんけれども、

私が感じるところに、例えば隣にはつくば市がございます。つくば市に行く職員というのは、や

っぱりその自治体のイメージというものが非常に大きいのかなというふうにも思っております。

茨城県に移った方も恐らくそうだと思います。その地域としてのイメージというのは、これは長

い間築いていかなくてはならないとは思って、それはもちろん努力はしていくんですが、現在そ

うしたらほかの自治体よりもこの牛久市が勝っている。職員に対して働きやすい環境だけは、こ

れはほかの市町村には負けないような環境だけはつくっていかなくてはならないのかなというふ

うに思っております。 

 そういったことからも、私は今年採用する職員に関しましては、予定よりも若干名多く取って

ほしいということも伝えました。そういったことから、来年からそういった数字的に表れるのか

なといったことと、あと先々定年を迎える方が、公務員は定年の年齢が上がっていきますので、

その分、若干、８０名足らないところが、先々考えていきますと４０名で収まるといったことに

もなってくるかと思いますので、今述べたことを総合的に判断しまして、この職員の確保には努

めていきたいと思っております。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 職員が流れるということですね。ほかのところへ行ってしまう。こ

れはイメージの問題もあるかというふうに思いますけれども、次の給与の問題、これがもう一つ

大きな問題になっているかというふうに思います。 

 実は、牛久は牛久からつくばに流れる人も結構いるということですけれども、つくば市も悩み

を持っていて、つくば市は都庁のほうに流れてしまうそうですね。結局、あるいは国家公務員を

目指す人も結構いると。条件のいいところへどんどん行く。今はネット社会で、生涯年収という、

生涯収入の比較とか、そういうのはすぐできてしまうというふうな状況の中で、若い人は、そう

いうのにかなり敏感だというふうなことであります。 

 要は、そういった流れるということを前提にして、どのくらい採用計画を立てるのかというこ

とが必要なんではないかというふうに思うわけであります。少な過ぎるんではないかと思います。

そういったことを申し添えながら、次の給与について伺います。 

 牛久市は、極めて低い給与水準が続いていますが、一般行政職の平均年収について、県内、特

に県南の他自治体と比較して、どのように認識しているでしょうか。また、牛久市職員のラスパ

イレス指数、すなわち国家公務員の俸給月額を１００とした場合の地方公務員の一般行政職の給

与水準を指す指数はどのくらいか、その県内順位はどのような状況にあるのか、お聞きします。 

 牛久市の極めて低い給与水準は、職員採用が思うようにいかないことにも大きく影響している

と思われますが、今後の給与施策をどのように考えているか、お聞きします。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 令和４年度の平均年収について、これは試算にはなります
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が、県南６市との比較ですが、県南６市の平均が６２０万３，８００円に対し、当市は６９１万

６，０００円と、やや高い状況にはございます。 

 また、ラスパイレス指数については、令和４年４月１日現在、当市は９５．０％、県内順位が

４１位となっております。県内の他の自治体に比べ、低い水準でございますが、令和３年度から

副参事職を設け、給与体系の見直しを図ったことにより、若干ではございますが、順位の上昇が

見られました。 

 今後とも、人事院勧告や類似団体、民間企業の給与動向に注視しながら、適正な給与水準の維

持に努めてまいります。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 牛久市の昇級の速度を上げるということは検討されているのか、ま

た、役職になれない職員の上限を緩和する、こういったことは検討されているのか、お聞きしま

す。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 再度の御質問にお答えいたします。 

 昇給の速度を上げることについてですが、国家公務員の給与に準拠しているため、現時点では、

その昇給速度を調整することは検討しておりません。 

 また、役職になれない職員の条件の緩和についてですが、昇給は人事評価の結果等に応じてお

り、上限を設けているものではございません。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 次に、労働時間について伺います。 

 牛久市は、常勤職員が慢性的に不足しているために、長時間労働、特に長時間時間外労働、

サービス残業もあると聞いています。時間外労働の上限規制の内容をまずお聞きします。さらに、

時間外労働の月平均、法定上限の月４５時間以上者数、以上の人ということですね。それから、

過労死ラインとなっている月８０時間以上の人の人数、年休の処理数、介護休暇取得者数、育児

休業取得者数、分限・懲戒処分数について、２０１５年、１９年、２２年の推移をお示しくださ

い。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 当市の時間外労働の上限規制につきましては、平成３０年

に人事院勧告により示された４５時間を上限として運用を図っております。 

 時間外勤務の月平均時間、月４５時間以上の職員数、月８０時間以上の職員数、年次有給休暇

処理数、介護休暇取得者数、育児休暇取得者数、分限・懲戒処分者数の推移ですが、２０１５年

度、２０１９年度、２０２３年度でそれぞれ時間外勤務の月平均時間が９．１時間、１１．３時

間、１３．７時間。月４５時間以上の職員数が１９９人、２９６人、令和５年度は８月集計分ま

でで１７０人。月８０時間以上の職員数が３５人、６７人、令和５年度は８月集計分まで４２人。

年次有給休暇取得日数が年平均で８．０日、９．３日、令和５年度に関しましては、年度中での
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集計が現在できていませんので、把握できておりません。介護休暇取得者数が１人、０人、２０

２３年度令和５年度は１０月１日現在１人。育児休業取得者数が５人、１人、本年度は、１０月

１日現在８人。休職処分者も含めた分限・懲戒処分者数が１８人、１６人、本年度１０月１日現

在１１人で推移しております。 

 時間外勤務職員数が増加傾向にございますのは、特に、コロナ感染症対策業務やマイナンバー

カード発行ポイント付与業務など、新たな事業の増加や、業務量に対し、必要な職員数を確保で

きていない状況が主な要因となっていると考えます。 

 時間外勤務の縮減に向け、業務の量・質をよく把握することで、適正な人材と職員数の配置を

行い、時間外勤務の多い部署については、管理職ヒアリングを通じ、実態の把握と、時間外勤務

を減らし、業務効率を高めるための対策を講じているところです。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 端的に言えば、人が足らないということだというふうに思いますけ

れども、法定上限の月４５時間、あるいは過労死ラインの月８０時間を超えている職員が、これ

だけいるという状況ですね。これは、やはり早急に対処していく、一遍に全部ゼロにするかどう

かというのは別にして、確実に行っていっていただきたいというふうに思います。 

 次に、労災職業病とハラスメントについて伺います。 

 常勤職員が慢性的に不足している、これはやはり根本的な問題になっているかというふうに思

いますが、これは、長時間労働、長時間の時間外労働につながりやすい。そしてそのことが、心

身の過労から、労災職業病やハラスメントも発生しやすくなるといわれています。 

 そこで、療養休暇取得者数、仕事中の交通事故発生数、ハラスメント発生数について、２０１

５年、１９年、２２年の推移をお示しください。それらへの対策も聞きます。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 療養休暇取得者数、公務中の交通事故発生件数、ハラスメ

ント件数の推移ですが、２０１５年度、２０１９年度、２０２３年度になるんですけれども、そ

れぞれ療養休暇取得者数が９人、１６人、２０２３年度は１０月１日現在２０人。公務中の交通

事故発生件数が２１件、２１件、本年度が今のところ８件ですね。ハラスメント件数は、それぞ

れの年度、現在のところゼロ件で推移しております。 

 療養休暇者については、ここ数年、増加傾向にございます。取得理由は様々ですが、メンタル

に起因するものが多くなっている状況でございます。療養休暇者が出た場合は、所属長や職員に

ヒアリングを行って、その原因を可能な限り特定し、休暇期間中も連絡を密に取り、病状の把握

に努め、必要であれば面談を行うなど、療養後の職場復帰に向けた取組をしております。 

 また、公務中の交通事故については、増減に関し、特徴的な傾向は見られませんが、定期的に

また事故の増加傾向が見られた場合には、随時、全職員に向けて注意喚起を行うほか、県警から

の派遣職員による交通安全講習を年１回、全職員向けに実施し、交通事故防止に向けた取組に努

めております。 

 以上です。 
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○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 ハラスメントの相談がゼロということですが、私の下には、窓口に

行っても親身になって相談に乗ってくれないという話も聞きます。職場の労働環境を改善するた

めに労働安全衛生法があり、牛久市には牛久市職員安全衛生管理規則があります。それらに規定

されている安全管理者、産業医等の役割は、昨年度どのように行われているのか、お聞きします。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 御質問に対する昨年度の実施状況でございますが、安全衛

生委員会は４回実施いたしました。月１回の開催を目指しておりましたが、昨年度は四半期に１

回の開催という状況でございました。 

 また、職場巡視に関しても、１回の実施にとどまることになっていることから、今後は、安全

衛生委員会の開催回数を月１回ペースとし、職場巡視についても適正に実施できるよう、委員会

においても協議を進めているところでございます。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 今のお話でちょっと気になったところは、安全管理者及び衛生管理

者は、総括安全衛生管理者の指示により、少なくとも毎週１回、作業場等を巡視するというふう

になっているかと思います。毎月１回やるのは産業医ではないかというふうに思いますので、後

ほど御検討いただき、照らし合わせていただきたいと思います。 

 次に、非常勤職員である会計年度任用職員について伺います。 

 牛久市では、２０２２年４月１日現在で、会計年度任用職員５６３名に対し、常勤職員は４０

８名で、その中には、再任用職員４７名が含まれており、それを除くと常勤職員は３６１名にす

ぎません。圧倒的多数が非常勤、すなわち会計年度任用職員に依拠しており、常勤換算にしても

約半分を占めています。 

 牛久市は、年齢構成の問題がよくいわれていますが、それ以上に、非常勤職員である会計年度

任用職員の占める率が異常に多いことのほうが重大な問題であります。 

 まず、会計年度任用職員の問題について質問するわけですが、会計年度任用職員の中には、常

勤職員を目指す方も少なくないと聞いています。牛久市は、常勤職員採用試験で年齢制限を行っ

ており、試験を受けたくても受けられない状況にあります。このことは、非常勤として長年働い

てこられた方に大変失礼な扱いをしていると思われます。 

 牛久市は、職員の年齢構成で若い人が少ないことを理由としていますが、募集しても人が集ま

らないという現状からいって、年齢制限をさらにかけるということは逆効果であり、年齢制限を

撤廃して、もっと人を集めるべきではないでしょうか。 

 さらに、非常勤としての経験を生かして、さらに牛久の公共サービスを充実させるために、期

待できるにもかかわらず、それを活用していないということは、人事施策としても不合理極まり

ない話ではないでしょうか。年齢制限の撤廃について執行部の見解を伺います。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 
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○本多 聡 総務部次長兼人事課長 常勤職員の年齢制限については、職員の年齢構成に偏りが

見られる。特に３０代半ばから４０歳までの職員が不足している状況を是正し、年齢構成の平準

化を最優先課題としているため、年齢制限を撤廃することで想定されるターゲットから外れた高

年齢層の受験者の増が、当市の職員採用の方針に少なからず影響を及ぼすものと考えられ、撤廃

を行っておりません。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 さっき言った質問に対する答えとしては、大変不十分なものではな

いかというふうに思います。しかし、それについてはまた改めて質問をしていきたいというふう

に思います。 

 次に、牛久市の会計年度任用職員は、全員がパートタイム扱いになっています。フルタイムで

はないために、何年働いても退職金はありません。週に５日間フルに働いても、１日に常勤職員

より１５分少なくさせられることによって、パートタイムにされているのが現状です。 

 ２０２２年１２月２３日付の総務省自治行政局公務員部長の通知、会計年度任用職員制度の適

正な運用等については、フルタイム勤務とすべき標準的な職務の量がある職について、パートタ

イム会計年度任用職員として位置づけること自体を目的として、勤務時間をフルタイムより僅か

に短く設定することは適切ではないとして、特にフルタイムより１日１５分短く設定するという

ことは、改正法の趣旨に沿わないと指摘していますが、このことは、まだ続けるつもりでありま

しょうか。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 会計年度任用職員の雇用に当たり、パートタイムであるこ

とにつきましては、会計年度任用職員の制度導入以前から同様の業務時間であったことや、会計

年度任用職員が制度上、常勤職員が担う業務を補助することを市が想定しておりまして、担任す

る業務内容や業務量を踏まえた勤務時間数であることを勘案すれば、フルタイムではなく、パー

トタイムでの任用が適正であると考えております。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 会計年度任用職員は、今おっしゃったように、そもそも補助的な役

割を果たすべきものということが建前になっています。しかし牛久市の場合、補助的なもので済

まない。例えば、企画、様々な立案をするときにも、常勤職員だけでなく、むしろ会計年度任用

職員が起案をしている。こんなことも少なくないと聞いています。 

 そういった状況の中で、会計年度任用職員を１５分短くする。そして、パートタイム扱いをす

るということは、すぐに改善すべきではないか。法の趣旨に沿っていないのではないか、そのよ

うに思いますが、再度質問をいたします。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 起案というお話がございましたけれども、起案に関しまし

ては現在はさせておりません。決裁権限、責任のある仕事に関しましては、補助的業務というこ
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ともございますので、現在はしないように各課に伝えております。 

 ただ、実態として業務の内容など、調査のほうはしておりますので、その内容を見ながら、き

ちっと適正な形で運用を図ってまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 補助的な役割の会計年度任用職員も、コロナのときには残業まです

るというふうな話も聞いております。ぜひ、この問題についても、再度検討をしていっていただ

きたいというふうに考えます。 

 次に、勤勉手当の不支給についてであります。 

 総務省の資料によれば、会計年度任用職員に対する期末手当については、２０２２年度４月時

点で、全ての地方自治体でほぼ１００％支給されていると聞いています。 

 さらに、同時期に国の非常勤職員の多くに勤勉手当も支給しているという状況になったことを

踏まえ、参議院の総務委員会で大沢公務員部長が、期末手当、勤勉手当とも、国の非常勤職員の

取扱いを踏まえ、継続して６か月、週１５．５時間以上勤務する者を支給対象とすることが基本

であると考えていると述べました。さらに参議院では、地方自治法改正への附帯決議で、令和６

年、すなわち来年からの支給開始を明記しました。勤勉手当の支給に関する市執行部の見解を伺

います。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 勤勉手当につきましては、勤務形態による対象要件は設け

る予定でございますが、令和６年度からの支給を検討しております。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 ぜひ円滑に実施していただきたいと思います。 

 次に、会計年度任用職員に準用する給料表は、１級、２級のみの状況についてであります。 

 まず確認のために、常勤職員の給料表は何級まであるのか、また既に２級の最高号俸まで行っ

ている会計年度任用職員、５年以内に到達する会計年度任用職員の数を伺います。そして、なぜ

２級までなのかを質問いたします。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 まず、給料表が１級及び２級のみであることにつきまして

は、例えばその上位級である３級の職員に求められる職務能力が係長級であることを鑑みますと、

補助的な業務を担う会計年度任用職員の業務内容、求められる成果や責任の度合いを踏まえます

と、係長級と同種同等の職であるとはみなすことはできないことから、現在の給料表の給与が適

正であるというふうに考えております。 

○諸橋太一郎 議長 暫時休憩いたします。 

午前１１時０４分休憩 

――――――――――――――――――――――――― 

午前１１時０５分開議 
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○諸橋太一郎 議長 休憩前に引き続き会議を再開します。 

 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 失礼いたしました。 

 常勤職員に関する給与表の級ですが７級でございます。 

 そのほかの御質問に関しましては、後ほど報告させていただきます。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 最後に、障害者の雇用政策について伺います。 

 ２０２３年に厚生労働省職業安定局長は通達で、障害者雇用率を国及び地方公共団体にあって

は３．０％に改め、２０２４年４月１日に施行するとしました。 

 そこで、牛久市の現在の障害者雇用率と、障害者雇用の円滑化のために採用後の合理的配慮の

ための手順の実行状況について伺います。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 当市の障害者雇用率は、令和５年６月１日現在３．３５％

であり、障害者の雇用の促進等に関する法律が要請する雇用率である２．６％は達成しておりま

すが、一方で、来年度令和６年４月１日からは３．０％に引き上げられることを踏まえますと、

まずは法定雇用率を達成することを目標に、常勤職員における障害者の受験枠を継続的に実施し

てまいりたいと考えております。 

 また、障害を持った方の採用後の合理的な配慮といたしましては、ハローワーク職員による採

用後の面談や、障害者職業生活相談員である人事課職員による就労相談を活用するなど、障害を

持って勤務する職員への十分な配慮を行い、誰もが働きやすい職場づくりを行ってまいりたいと

考えております。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 

○１７番 杉森弘之 議員 ２０２０年時点の数字で大変恐縮ですが、牛久市では様々な障害者

手帳を持っておられる方が約４，４００人おられるとなっています。当時の牛久市の人口８万５，

０００人の約５％に相当をいたします。 

 今後、障害者にやさしい牛久市、これを実現するためにも、法定雇用率を上回る雇用率の目標、

例えば、今申し上げました人口に占める率である５％を目標にすることも、積極的に検討すべき

かと考えますが、市の考えを伺います。 

○諸橋太一郎 議長 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 かなり理想的なというか、高い目標ということで、御提案

ありがとうございます。 

 先ほどの答弁の繰り返しになりますけれども、まずは法定雇用率を達成することを目標として、

常勤職員における障害者の受験枠を継続的に実施するというところで、しばらくはやってまいり

たいというふうには考えております。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 杉森弘之議員。 
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○１７番 杉森弘之 議員 段階を追ってということも大事かというふうには思いますが、ぜひ、

やはり障害者にやさしいまちづくりということを目指す上でも、牛久市独自の目標というものに

ついて検討をいただきたいと思います。 

 以上で私の質問を終わります。ありがとうございました。 

○諸橋太一郎 議長 以上で１７番杉森弘之議員の一般質問は終わりました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は１１時２０分といたします。 

午前１１時０９分休憩 

――――――――――――――――――――――――― 

午前１１時２０分開議 

○諸橋太一郎 議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ここで執行部より答弁の訂正を求められておりますので、これを許します。 

 本多 聡総務部次長。 

○本多 聡 総務部次長兼人事課長 杉森議員の先ほどの一般質問に対する私の答弁の中で、育

児休業取得者数、２０１５年度の数を５人とお答えいたしましたが、６人の誤りでございました。

大変失礼いたしました。 

○諸橋太一郎 議長 次に、１９番黒木のぶ子議員。 

      〔１９番黒木のぶ子議員登壇〕 

○１９番 黒木のぶ子 議員 会派は市民クラブの黒木のぶ子でございます。どうぞよろしくお

願いいたします。 

 このたび沼田市長は、「アップデート牛久」を掲げ当選され、誰もが牛久に住んでよかったと

言える魅力のいっぱいあるまちをつくるとのことでありますが、この言葉は、極めて具体性に欠

けていると思いますので、極めて総論的ではありますが、そのことから次のような質問をいたし

ます。 

 討議資料の記述の内容でありますので、本来は全ての質問に対し、市長から答弁をいただきた

く思うのですが、市長は就任早々でありますので、その辺につきましては、なかなか適切な答弁

がいただけないと思いますので、所管からいただいても結構なので、流動的にお願いいたします。 

 市長も御存じのとおり、早急に課題解決をしなければならない案件が２つあり、１つは、駅前

のエスカード牛久ビル、もう一つは、平成３０年１２月に撤退し、現在、市の第三セクターとし

て営業しております牛久シャトーの案件であります。 

 市長もシャトーにつきましては、今回の選挙の討議資料に記述されておりましたが、牛久シャ

トーは、発展的な見直しをするとのことですが、どのような見直しなのか、その内容を具体的に

お聞かせいただきたいと思います。 

○諸橋太一郎 議長 沼田和利市長。 

○沼田和利 市長 黒木議員の質問にお答えいたします。 

 牛久シャトーにつきましては、単体の施設として考えるのではなく、牛久市全体のまちづくり

の中で、牛久シャトーがどのような役割を担っていく施設となるのかという点から検討していく
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必要があるものと考えております。 

 牛久市の交流人口を増やし、にぎわいのあるまち、元気のあるまちづくりを進めていくために

は、牛久市のシンボルである牛久シャトー、市外からの人を呼び込む拠点、公園のような牛久市

民が憩える拠点、そして牛久市を全国に発信する広告塔として、牛久シャトーの価値を存分に活

用するとともに、牛久駅周辺の事業者とも連携を深めることで、駅周辺の活性化、さらには牛久

市全体の発展へとつなげていく取組を進めていくことが、今、牛久市が目指すべきところであり、

牛久市の発展につながるものと考えております。 

 これまで、牛久シャトーに対する牛久市の関与は、最小限に抑えられてきているという印象が

あります。牛久シャトーが民間企業の所有物であり、それを牛久市が賃借し、牛久シャトー株式

会社に転貸している。また、第三セクターが運営主体であることから、その考えについて全てを

否定するわけではありません。 

 しかしながら、牛久市の発展を実現するためには、牛久シャトーがその一翼を担う重要拠点と

して、それにふさわしい観光整備やＰＲ等について、これまで以上の積極的な関与についても検

討してまいりたいと思います。 

 また、黒木議員から、私に対して、「アップデート牛久」、非常に分かりづらいといった厳しい

お言葉もいただきました。次回はもっと黒木先生に分かりやすいキャッチフレーズを考えるよう

にいたしますので、どうぞ今後ともよろしくお願いいたします。 

○諸橋太一郎 議長 黒木のぶ子議員。 

○１９番 黒木のぶ子 議員 市長が言う「アップデート牛久」というのは、私だけじゃなくて、

皆さん、市民皆さんが分からなかったというふうに、皆さんの声が寄せられておりますので、今

後、自分だけ理解できるような言葉をあまり使わないでほしいというふうに考えてはおりますの

で、よろしくお願いいたします。 

 次の質問といたしまして、２０２１年４月から２０２３年３月まで設置しておりましたエス

カード牛久ビルと牛久シャトー対策検討特別委員会での牛久シャトーに対する審議内容を、どの

ように考えられるのか、お聞きいたします。 

 市長におきましては、就任されたばかりなので、内容の一部を抜粋しましたので、次のことを

お聞きいたしたいと思います。 

 まず、施設内の電気・水道等のインフラの修繕、牛久シャトーの売りでもあります桜の老木化、

そして広い敷地の雑草等の除去などなどに多額な財源が必要であることから、この財源について

市長の考えをお聞きいたします。 

 また、日本遺産として観光振興策としての利活用のため、ワインと食のまち牛久をどのように

構築され、活性化させ、市民の期待に応えられるのかを併せてお聞きしたいと思います。 

○諸橋太一郎 議長 二野屏公司経営企画部長。 

○二野屏公司 経営企画部長 特別委員会の報告書では、牛久市議会も含め、多くの方々がまち

のシンボル、ランドマークとして牛久シャトーの復活を望んでいるというふうに感じております。 

 そして、牛久シャトーを核として、地域の活性化につなげるため、観光資源としてだけでなく、
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市民が常に利用できる場としての保存活用を図るべきであり、その具体案として、魅力的な食の

開発、市役所内は当然ながら、商工会等との連携、情報発信の強化、園内環境の整備、マルシェ、

イベントの定期開催などの提案がなされたものであると認識をしております。 

 先ほど市長からの御答弁でもありましたが、牛久市のまちづくりを考える上で、交流人口を増

やし、にぎわいのあるまち、元気のあるまちづくりを進めていくためには、牛久シャトーは重要

な拠点であると認識をしており、特別委員会からの提言は大変有意義なものと捉えております。 

 特に、情報発信の面では、茨城県との連携をこれまで以上に密に図りながら、牛久シャトー、

牛久市の魅力を全国のより多くの方々に届けられるよう発信してまいりたいと考えております。 

 提言に示されておりますオール牛久での牛久シャトーの再生を進め、牛久市が、にぎわいがあ

り、元気のあるまちとなるよう、まちづくりを進めてまいりますので、議員の皆様におかれまし

ても、これまで以上に御協力賜りますようにお願いいたします。 

○諸橋太一郎 議長 黒木のぶ子議員。 

○１９番 黒木のぶ子 議員 ただいま御答弁いただきましたけれども、先ほど申しましたよう

に、この温暖化の時代、本当に道路から見ると、もう草がぼうぼうで、もう荒れているような感

じで、本当に人の手が入ってないという状況の中で、財源をどういうふうにするのか、第三セク

ターでありますので、その辺について答弁が漏れていますので、答弁してください。 

○諸橋太一郎 議長 二野屏公司経営企画部長。 

○二野屏公司 経営企画部長 牛久シャトーの環境整備につきましては、これから来年度の予算

編成を進めるわけでございますので、その中で聞き取り等を行いながら判断してまいりたいと考

えております。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 黒木のぶ子議員。 

○１９番 黒木のぶ子 議員 来年度令和６年度の財源の中で、本当に地域の人たちとの協力、

そして牛久から情報発信ということで、やっぱり皆さん、市民の人たちは、大変シャトーという

のは、先ほど部長のほうからも御答弁ありましたように、もう牛久の市民にとりましてはランド

マークですので、外から見たときにあのような状態でないように、きれいに整備した形でよろし

くお願いしたいと思います。 

 続きまして、牛久シャトーの発展的な見直しについての３番目の質問になりますが、牛久駅前

から牛久シャトーにかけて、かつてのにぎわいを取り戻したいとの考えですが、現況を調査して

も、にぎわいとか活性化という言葉とは縁遠く、駅前としては元気がなく、例の竹下政権下での

１億円で造りました橋があるためなのか分かりませんが、市長が討議資料の中でおっしゃってお

りますような、にぎわいを取り戻すということは、大変厳しいものではないかというふうに考え

ているところですが、この辺につきまして、どのようなにぎわいづくりをするのか、そしてまた、

ビジョンをどのようにお持ちなのかをお聞きしたいと思います。 

○諸橋太一郎 議長 二野屏公司経営企画部長。 

○二野屏公司 経営企画部長 平成３０年１２月に牛久市議会が決議した本市の観光振興に関す
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る決議は、牛久シャトーの衰退が牛久市の経済や活力の低下を招くことを危惧されての決議であ

ったものと認識しております。 

 これは、言うまでもなく牛久シャトーの衰退は、牛久市の経済、にぎわいに悪い影響をもたら

す可能性があるということを、多くの皆様が認識されているものと考えております。しかし、裏

を返せば、牛久シャトーの活性化が、牛久市の経済、にぎわいに好循環をもたらす可能性を大い

に秘めているものではないかと考えております。 

 牛久市は、都心から近く、交通の便に優れ、さらには牛久シャトーは駅から徒歩で来られるほ

ど近い場所に位置しているということからも、牛久市や牛久シャトーへの来訪者を増やすという

ことを考えた場合には、立地に優れた地域となっております。 

 こうした立地条件に優れた牛久シャトーにおいて、商工会やぶどう園通り商店会をはじめとし

た地域事業者の皆様と連携した取組を展開することができれば、牛久シャトーのにぎわいの復活

と、牛久市内の経済の安定、拡大へとつなげることが可能となり、さらに、牛久シャトーに来ら

れた方々が、牛久市内を回遊していただくような仕組みをつくることができれば、その効果はよ

り広範囲に、より強力にすることができるものと考えております。 

 こうした経済的な連携や、にぎわい創出の取組から検討を進めてまいりたいと考えております

が、これらの取組は決して一朝一夕に進むものではありません。成功に至るまでには、様々な壁

があり、それを一つ一つ乗り越え、さらに失敗も繰り返しながらの取組となるかもしれませんが、

試行錯誤を繰り返しながらも、取り組んでまいりたいと考えております。 

○諸橋太一郎 議長 黒木のぶ子議員。 

○１９番 黒木のぶ子 議員 今までのシャトーに対する牛久の、本当にいいアイデアもないま

まに、本当に市民の課題の一つに数えられていたという現状もありますので、これからしっかり

としたビジョンの下に、一つ一つ実現するための具体策を考えてやっていただかないと、今まで

の状況と同じような状況になっていくのではないかと大変危惧いたしますので、その辺につきま

してよろしくお願いいたします。 

 それでは、４番目の質問となりますが、牛久シャトーについての質問は、今までも多くの同僚

議員が様々な視点から質問をしてきたところです。しかしながら、市民からは、牛久シャトーは

全然ランドマークとしての役目を果たしてないという、大変厳しいお声が寄せられておるのも事

実でございます。 

 私も牛久シャトーについては、第三セクターとしてオープンする前に、クラウドファンディン

グの実施や、ＰＦＩを提案した経緯がありますが、市民はやはり選挙のときの討議資料で、牛久

シャトーは、一部ではなく、フル活動をすると市長は言っておりますが、どのように市長があそ

この場所を選挙事務所という極めて個人的な使用にいたしましたので、それを突破口といたしま

して、これから市民の人たちも、個人的に十分に利用できる、そのような今後の運営体制につい

てお聞きいたします。 

○諸橋太一郎 議長 二野屏公司経営企画部長。 

○二野屏公司 経営企画部長 牛久シャトーがにぎわいにあふれ、牛久市のシンボルとして将来
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にわたり愛される施設となるためには、イベントの開催などにより、市内外の方々に牛久シャ

トーを知っていただき、そして実際に足をお運びいただき、皆様に牛久シャトーのファンになっ

ていただくことが、活性化に当たっての重要な要素であると考えております。 

 本年３月に、エスカード牛久ビル及び牛久シャトー対策検討特別委員会により提出がなされた

提言の中では、市民が気軽に訪れることができるマルシェやイベントの定期的開催を通した地域

連携の強化が掲げられており、実際に牛久シャトーにおきましても、こうしたイベントなどを開

催した際には、非常に多くの方々に来訪していただき、牛久シャトーのにぎわい創出における大

きな役割を担っていることから、今後はこの提言の内容も踏まえつつ、イベント等が定期的に開

催できる仕組みづくりに努めてまいりたいと考えております。 

 今年度は、新たに鯉まつりの会場として利用されたほか、今後の新たな取組として、ハンドベ

ルやゴスペル等といった音楽を活用したマルシェや、観光庁の補助を活用し、牛久シャトー黎明

期当時の元勲らが楽しんだパーティーを、現代風に再現した食事会、また、本年１０月から、国

内最大級の観光プロモーションであるデスティネーションキャンペーンが、２１年ぶりに茨城県

で開催されることを受け、この契機を逃さないためにも、茨城県とも連携し、全国から人を呼び

込むための体験型サービス、イベントも企画、検討されております。それぞれにイメージや趣旨

も異なるイベントではありますが、牛久シャトーを活用したイベントの開催にも、徐々に広がり

が見られております。 

 今後は、こうしたイベント等の定期開催に向け、オール牛久の一員として、市といたしまして

も積極的な支援を行うとともに、牛久シャトーの持つ価値を最大限に引き出す取組を進めてまい

りたいと考えております。 

○諸橋太一郎 議長 黒木のぶ子議員。 

○１９番 黒木のぶ子 議員 今御答弁いただきましたように、本当にあのシャトー、常に人が

出入りできるような、そして日本遺産とか重要文化財という形ではなくて、気楽にいろんな、今、

部長がおっしゃったようなイベントに使用できるような使い方をすることによって、本当に活性

化が図られていくだろうし、まして、貴重な重要文化財ということでは、日本に誇る建築物でも

ありますし、そういう形で、いろんな、先ほど申しましたけれども、角度から利活用していただ

きますようによろしくお願いいたします。 

 それでは、本当に今、部長から御答弁があったように、ポテンシャルが高いことから、うまく

運営することで、地域の交流促進が図られ、必然的に交流が図られることで活性化されるという

ふうに考えるところです。 

 看板や希望的観測ではなく、トップリーダーは結果責任ということで、市長、結果責任ですか

らね。でありますので、市長は牛久シャトーに関して、安易に税の投入については避ける工夫を

していただき、ランドマークである牛久シャトーに対し、市民の期待に沿うように頑張っていた

だけるように申し添えて、次の質問に入ります。 

 続きまして、国保について質問いたします。 

 国保は１９６１年にスタートし、国民皆保険という制度で、世界で唯一である権利が認められ
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ているわけですが、１９７０年に高齢化社会、１９９４年に高齢社会、２００７年に超高齢社会

に突入し、今や人生１００年時代と推移しております。 

 少し前までは、１００歳という年齢は大変希少でありましたが、牛久市内でも２０２３年９月

１日現在、最高齢者は１０６歳、１００歳以上も５４人となっております。１００歳になっても

健康でいたいと誰もが考えるところで、それがなかなか希望どおりにはいきません。年を重ねる

たびに、突然病気になるなど想定外のことが生じてまいります。 

 想定外といえば、現在は急激な超物価高に直面しており、市民は生活そのものに余裕がなくな

り、国民健康保険や後期高齢の保険料がなかなか納めることができないというような声が私のほ

うに寄せられております。切り詰めるところがない。もうどうしようもないんだよというような

市民の切ない声が、特に年金受給者から多く寄せられているわけでございます。このような経済

環境の中で心配なのは、命に直結する保険税の滞納です。 

 そこでお聞きいたしますが、令和２年度から４年度までの６５歳以上の国保加入者と後期高齢

者医療制度加入者での無保険者数と短期保険証者数をお聞きいたします。 

○諸橋太一郎 議長 石野尚生保健福祉部次長。 

○石野尚生 保健福祉部次長兼医療年金課長 国民皆保険制度が採用されている日本では、国民

全員が何らかの公的医療保険に加入すると定められており、どんな理由があろうとも健康保険に

入らないという選択肢はないとされています。 

 ところが、会社を辞めたり、家族の扶養から外れたりして、社会保険の資格を喪失したにもか

かわらず、国民健康保険の加入手続を行わなかった場合には、無保険者となることがあります。 

 しかし、市では無保険者の人数は分かりません。理由は、会社は、辞めた社員の社会保険の資

格喪失の連絡を市町村には行わないため、市では誰が無保険者となっているのか、把握すること

ができないからであります。 

 また、無保険者が医療機関に受診する必要に迫られたときに、市の国保保険証の手続のため窓

口に来られましたときには、無保険になった時点に遡って国保に加入していただくため、無保険

期間はなくなることになります。 

 なお、７５歳以上が全員加入する後期高齢者医療保険と国民健康保険においては、加入した後

に保険税等が納付できないという理由で資格を喪失し、無保険者になることはありません。ただ

し、国保も後期高齢者医療保険も滞納がある方には、有効期間１年間の通常の保険証より短い有

効期間の保険証が交付されますので、その短い有効期間が切れる前に、再度の発行手続に来られ

ない場合、健康保険の資格は喪失していないものの、手持ちの保険証の有効期限は切れた状態と

なることがございます。 

 なお、直近３か年の短期証の交付実績になりますが、国民健康保険の令和２年度は４８１世帯、

令和３年度は５０３世帯、令和４年度は４１０世帯です。 

 また、後期高齢者医療保険の令和２年度は７９件、令和３年度は９５件、令和４年度は６４件

となっております。 

○諸橋太一郎 議長 黒木のぶ子議員。 
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○１９番 黒木のぶ子 議員 ただいま次長のほうから御答弁をいただきましたが、７４歳まで

の国保加入者の短期保険者数が大変多いのではないかというふうに感じました。 

 後期高齢者医療制度につきましては、約５割が国・県・市からの公費負担で、現役世代から４

割、そしてまた１割が７５歳以上の被保険者の負担となっているのですが、それにもかかわらず、

市民からは大変高い負担だというふうに多く声が寄せられております。 

 この高いという声を踏まえて、②の質問となりますが、国保は医療費がかかる高齢者や、収入

が低い非正規雇用者や、無職者などが加入していることから、収入に占める保険料については、

負担割合が高いといわれるわけですが、そういう中で、滞納が多くなっているのではないかとい

うふうに思われますが、６５歳以上の国保加入者と後期高齢者の保険料の負担割合についてお聞

きいたします。 

○諸橋太一郎 議長 石野尚生保健福祉部次長。 

○石野尚生 保健福祉部次長兼医療年金課長 国民健康保険税の算定は、世帯全員の所得に応じ

た所得割と、世帯の人数に応じた均等割で行われます。 

 前年の所得に乗じる所得割の税率や均等割の税額は、年齢によって変わります。これは、４０

歳以上６４歳以下の介護保険第２号被保険者には、介護保険分が上乗せされるためです。 

 したがって、４０歳以上６４歳以下の方の所得割は９．４２％、均等割は１人４万１，８００

円ですが、それ以外の年齢の方の所得割は７％、均等割は１人３万３００円となります。 

 なお、均等割の計算には、世帯の合計所得が一定額以下の場合に、金額を７割引き、５割引き、

または２割引きに軽減する制度がございます。さらに、牛久市の国保では、世帯の所得にかかわ

らず、１８歳に達する日以後、最初の３月３１日までの子供に係る均等割を、半額にする制度も

併せて受けられます。 

 国保税を、具体的な例を挙げて計算いたしますと、現役世代の例といたしましては、前年の給

与収入が５００万円の４３歳の夫と、１１５万円の３８歳の妻と小学生の子供２人の４人世帯の

場合、国保の年税額は４０万９，０００円となり、世帯収入６１５万円に対する負担割合は６．

６５％です。 

 また、年金受給世帯の例として、前年の年金収入が１６０万円の６７歳の夫と１１０万円の６

６歳の妻、２人世帯の場合、国保の年税額は２万２，９００円となり、世帯収入２７０万円に対

する負担割合は０．８５％です。 

 なお、年金収入１１０万円の妻１人だけの世帯であった場合には、年税額は９，０００円、負

担割合は０．８２％となります。 

 次に、後期高齢者医療保険料の算定は、国保と同様に所得割と均等割で行われますが、個人単

位で計算される点が国保とは異なります。所得割の率は８．５０％、均等割の額は、１人４万６，

０００円です。 

 なお、均等割の計算には、国保と同様に所得に応じて７割引き、５割引き、または２割引きの

軽減措置があります。 

 具体的な例を挙げて計算いたしますと、前年の年金収入が２００万円の場合、保険料は７万６，
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７００円となり、収入に対する負担割合は３．８４％です。年金収入が１７０万円の場合、保険

料は３万７，４００円、負担割合は２．２％です。年金収入が１５０万円の場合、保険料は１万

３,８００円、負担割合は０．９２％です。 

 このように、国民健康保険、後期高齢者医療保険ともに軽減措置等によって所得が低い方の経

済的負担に配慮をされております。また、国保も後期高齢も算定方法は似ておりますが、後期高

齢者医療保険の運営主体は、御存じのとおり茨城県後期高齢者医療広域連合でございますので、

保険料や制度そのものについては、市の権限が及ばないところとなっております。 

○諸橋太一郎 議長 黒木のぶ子議員。 

○１９番 黒木のぶ子 議員 実例を出しながら詳細な御答弁をいただき、国民健康保険も後期

高齢者医療制保険も、ともに軽減措置によって所得が低い方への経済的負担に配慮されていると

の御答弁がありましたが、本当にこの今、所得の低い人たち、先ほども申しましたように、生活

が成り立たないという悲鳴が聞こえるということでしたけれども、それなりに低い方には低いな

りの配慮があるということで、大変安心をいたしました。 

 ところで、国保の税率は県内４４市町村ごとに異なると考えますが、牛久市は何番ぐらいなの

でしょうか。今後も少子超高齢社会の中で医療費は増加する一方であるというふうに考えますが、

健康保険税そのものが、やはり命に直結しているものでありますので、持続、不納にならないた

めには、どのようにしていけばいいのかというふうに考えるところであります。 

 ちなみに、平成２９年９月に、厚労省の発表では、６５歳未満の年間に使った医療費平均、１

８万４，９００円で、７５歳以上、いわゆる後期高齢者は９２万９，０００円、その差額は約５

倍です。これを踏まえれば、抜本的な現行の保険制度の改革も待ったなしであることは、誰もが

感じるところであります。 

 それとともに、一つの例といたしまして、６５歳から７４歳の健康高齢化率が９７％というす

ばらしいところが、長野県川上村のように、常に健康に留意しながら、日々努力をしていると思

うんですけれども、本当にこのようなことが、後期高齢者の方々にとりましても、国保加入者の

方たちにとりましても、このような努力が必要と思われます。川上村の国保税は１人当たり年間

１９万４，０００円とのことであります。これは、先ほど申しましたように、２９年の数字なの

で、今、令和５年なので、ちょっとこの辺の数字的差異は生じているかもしれませんが、やはり

後期高齢だからという、現役世代におんぶにだっこだけじゃなくて、やはり現役世代に負担をか

けないように、そのような議論を重ねていく必要があるのではなかろうかというふうに考えてい

るところです。 

 以上で私の一般質問は終わります。 

○諸橋太一郎 議長 以上で１９番黒木のぶ子議員の一般質問は終わりました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は１３時１０分といたします。 

午後１１時５６分休憩 

――――――――――――――――――――――――― 

午後１時１０分開議 
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○諸橋太一郎 議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に、２番伊藤知子議員。 

      〔２番伊藤知子議員登壇〕 

○２番 伊藤知子 議員 改めまして、皆様、こんにちは。公明党の伊藤知子でございます。 

 初めに、一言申し上げます。新しく市長になられました沼田市長には、牛久市民のため様々な

課題の克服、賢明な市政のかじ取りに期待をしております。よろしくお願いいたします。 

 それでは、通告に従いまして一般質問を行います。 

 大きく２点の質問をいたします。 

 まず初めに、帯状疱疹予防対策についてお伺いいたします。 

 前回、私の一般質問において、予防ワクチン助成の質問をし、前市長の答弁では、帯状疱疹は、

５０歳から８０歳までに３人に１人は罹患すると推定され、後遺症である帯状疱疹後神経痛は、

今までどおりの生活が困難となる場合もあることから、ワクチン接種等発症予防に努めることは

大変意義のあることと認識、しかし、国ではワクチンの定期接種化に向けた検討がなされたが、

審議が継続となっている。現在、帯状疱疹ワクチンは２種類で、それぞれにおいて予防効果や接

種後の副反応、接種費用に違いがある。令和５年４月末時点では、県内４市町村が２種類のワク

チンの一部助成をしている。当市においては、既に実施している市町村の状況や効果的な実施年

齢、適用ワクチンと費用対効果等、具体的な実施方法について、引き続き、調査研究を継続、帯

状疱疹ワクチンの助成については、今後の新型コロナワクチン接種や予防接種事業全体の動向を

注視しながら、ワクチンで予防できる疾病としての優先順位を考慮し、牛久市医師会と相談を継

続し、引き続き検討していくと述べられました。 

 その後、私が傍聴した龍ケ崎市議会などでも、帯状疱疹ワクチン助成に対しての議論が活発に

なされ、前向きな答弁があり、公費助成導入の流れは進んでいると見受けられます。本市におい

ては、牛久市医師会と相談を継続とありましたが、医師会とどのような相談をされたのでしょう

か、そうしたことも含め、検討の進捗を伺います。 

○諸橋太一郎 議長 渡辺恭子保健福祉部長。 

○渡辺恭子 保健福祉部長 帯状疱疹は、子供のときに感染した水ぼうそうウイルスが体内に長

年潜伏し、加齢などによる免疫低下が原因となり発症します。その予防として、平成２８年に子

供用の水痘ワクチンが５０歳以上に適用され、令和２年には、新たな帯状疱疹ワクチンが国内で

認可されたことにより、帯状疱疹はワクチンで予防できる病気の一つとして考えられるようにな

りました。 

 帯状疱疹は、その特性から高齢者の健康を大きく低下させる病気として認識しており、ワクチ

ン助成につきましては検討を継続しておりますが、現在も感染が終息しない新型コロナへの対応

で、そのワクチン接種を優先しているところであり、医療機関の負担を考慮せざるを得ない状況

が、令和２年度から継続しているため、医師会との調整においては進展がない現状があります。 

 前回答弁後の調査研究といたしましては、厚生科学審議会予防接種ワクチン分科会、ワクチン
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評価に関する小委員会の動向、研究報告の確認と、全国における患者調査による帯状疱疹罹患率

の推移調査、今年度助成を開始した県内４市町村と、今後実施予定の２市町の計６市町村への導

入経緯や実施状況等の聞き取り調査を行っております。これらの調査を参考に、具体的な方法に

ついて引き続き検討してまいります。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤知子議員。 

○２番 伊藤知子 議員 ただいま御答弁をいただき、新型コロナワクチン接種を優先している

ため、医師会との調整に進展がない現状であること。国の動向や県内の助成状況など、調査研究

を進められている担当職員の皆様の取組の一端も分かりました。 

 それでは、再度質問をさせていただきます。帯状疱疹は、早期の治療開始が有効で、それによ

り、帯状疱疹後神経痛になる確率も下がりますが、全国で見ると、市のホームページにそうした

情報発信がされている自治体もあります。本市において、啓発についてはどのようにお考えでし

ょうか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 渡辺恭子保健福祉部長。 

○渡辺恭子 保健福祉部長 帯状疱疹は、予防接種の有無にかかわらず初期症状が様々であり、

人によっては早期発見しにくいとされていますが、症状等について市民に啓発、普及することは

大変重要なことと考えております。 

 帯状疱疹の典型的な症状は、まず神経痛や視覚異常、ちくちくぴりぴりが神経に沿って左右ど

ちらかに起こります。数日から１週間程度してから、その部分が赤くなり水泡となります。水泡

は二、三日でうみを持ったり、四、五日で破れてびらんになることもあります。２週間前後でか

さぶたになり、３週間後にはかさぶたが剥がれて治ります。 

 しかし、発疹が出てから７２時間以内に抗ウイルス薬による治療が開始でき、７日間使用すれ

ばウイルス排出期間の短縮、発疹の出現抑制、発疹の治癒促進効果が期待でき、神経が破壊され

る前にウイルスの増殖を阻止することで、帯状疱疹後の神経痛の予防が期待できるとされていま

す。 

 市では、現在、他市町村等を参考に、帯状疱疹に関するホームページを作成中であり、１１月

掲載を目指しています。帯状疱疹の症状や治療、日常生活での注意点、予防接種の種類なども掲

載し、多くの方に理解をしていただくことで、早期発見・早期治療につなげ、市民の健康的な生

活の質を維持向上していくことを支援してまいります。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤知子議員。 

○２番 伊藤知子 議員 ただいま御答弁をいただき、市のホームページの掲載も準備をされて

いるということで、大変よかったと思います。理解をいたしました。それでは、帯状疱疹の早期

の治療開始ができるよう、また有益な情報発信をぜひお願いいたします。 

 続きまして、今回、資料の提供をさせていただきましたので、政策目的の使用のみで、議会中

の資料として御覧ください。 

 資料の中身は、全国の公費助成状況や、牛久市の生涯での帯状疱疹と帯状疱疹後神経痛を発症

する人数の推計値などで、もう一つの資料は、全国の公費助成額などの詳細です。 
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 公費助成は、９月現在で全国２８１自治体が助成を実施しており、３月以降急速に増えていま

す。県内では、石岡市、筑西市、小美玉市、美浦村で導入されており、公費助成額にばらつきが

あったため、石岡市と美浦村の議員さんに、私も独自に聞き取り調査をさせていただきました。 

 石岡市では、市長に帯状疱疹になったことがありますかと問いかけ、なったことあるよ、つら

いんだよねと、１回の質問で即座に実現。生ワクチンが半額程度の４，０００円。効果が高く、

１回２万円相当、２回接種の不活化ワクチンにも同額の４，０００円が２回補助となりました。 

 一方、質問を重ねてきたという美浦村では、帯状疱疹に罹患した方が、あまりの痛みに耐え切

れず、麻酔を打ってくれと言って麻酔科を受診、精神も患ってしまったケースもあると訴え、助

成額については、高額な不活化ワクチンに対しても不公平感をなくし、負担軽減で市民が利用し

やすいよう半額の費用助成を訴え、それにより生ワクチン４，０００円、不活化ワクチンは１万

円を２回助成が導入されました。 

 さて、牛久市ではどうでしょうか。資料によると、疫学に基づき試算したデータで、本市の５

０歳以上の人口４万１，５２８人に対し、帯状疱疹にかかる方は９，９０２人、帯状疱疹後神経

痛になる方は２，１７２人と推定され、毎年５０歳以上の帯状疱疹にかかる方は４５９人、帯状

疱疹後神経痛になる方が９３人、医療費の総額は２，７４５万８，０００円と試算されます。 

 １人当たりの医療費は、帯状疱疹で４万２，６３８円、その後、帯状疱疹後神経痛になった方

は１２万７，０７９円にもなります。ワクチンで帯状疱疹を予防することは、同時に帯状疱疹後

神経痛も防ぎ、医療費を抑え、労働損失も防ぐことができます。 

 最後のページには、予算シミュレーションがあり、半額助成として、不活化ワクチンが７０％、

生ワクチンが３０％の比率で、接種率１％の場合と３％の場合で試算しております。資料を見ま

すと、費用対効果も十分であると考えます。 

 とりわけ、不活化ワクチンの接種においては、帯状疱疹に罹患する心配からも解放されます。

しかし、自己負担額の割合が大きければ、接種を控えてしまうでしょう。半額助成により、市民

にも手が届くのです。接種率を上げることで、健康と生活を守ることができます。市民の皆様が

安心して生活を送ることができるよう、帯状疱疹予防ワクチンの公費半額助成を速やかに導入す

べきと考えますが、いかがでしょうか、御見解を伺います。 

○諸橋太一郎 議長 渡辺恭子保健福祉部長。 

○渡辺恭子 保健福祉部長 ワクチンの接種料金は、ワクチン価格のほか、接種に係る医薬材料

費、手数料等が合算されておりますが、自由診療のため、各医療機関により接種料金に幅があり

ます。 

 接種料金や助成額の決定に当たっては、診療報酬を参考としながら接種料金を決定しており、

予防接種法に基づく定期接種のうち、集団予防、重篤な疾病の予防に重点を置いたＡ類疾病は全

額公費負担、個人予防に重点を置き、努力義務が課されていないＢ類疾病と、法定外の任意接種

については、一部公費負担としています。 

 帯状疱疹ワクチンは任意接種となるため、導入に向けた金額設定は、他市町村の助成状況や、

金額の違いによる接種率の状況など調査し、検討してまいります。 
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 一方、牛久市の予防接種に係る令和４年度の決算額は約２億１，８１２万円で、新型コロナワ

クチン接種の接種分約５億４，９１３万円を加えると、総額約７億６，７２５万円となっていま

す。 

 現状では、新型コロナワクチン接種は、人件費も含め国からの補助で対応できていますが、次

年度においては国の補助はなくなり、接種料だけでなく、接種業務に要する人件費、接種体制整

備費等でも市の負担が増大します。 

 今までの議会答弁でも申し上げましたとおり、現状の優先順位は、新型コロナ予防接種であり

ます。令和６年度には、新型コロナ予防接種が通常の定期接種体制に組み込まれる状況が確実視

されております。 

 また、その他のワクチンの開発についても急速に進んでおり、子供の予防接種では、４種混合

ワクチン、百日ぜき、ジフテリア、破傷風、ポリオにヒブワクチンを加えた５種混合ワクチンが

認可され、令和６年４月から接種開始になる見込みとなっております。 

 これらの状況を踏まえ、任意接種である帯状疱疹ワクチンについては、これらの定期接種の実

施体制を整えた後、速やかに助成開始ができるよう、対象者や助成額を継続して検討してまいり

ます。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤知子議員。 

○２番 伊藤知子 議員 ただいま、新型コロナワクチンや５種混合ワクチンの定期接種化に向

けた状況があり、定期接種の実施体制を整えた後、任意接種である帯状疱疹ワクチンについて、

速やかに助成開始ができるよう継続して検討と御答弁がございました。 

 コマーシャルで情報発信されて、ますます予防できる疾病としての認識が高まり、私のところ

へも接種したいけれども、高額なのでなかなかできない、ぜひ助成をと望む声が数多く寄せられ

ております。ここまで検討を重ねているのですから、半額程度補助の助成制度を一日も早く実現

していただけるよう重ねて要望し、次の質問へと移らせていただきます。 

 それでは、大きく２番目としまして、全ての自転車利用者のヘルメット着用義務化への取組に

ついて伺います。 

 ４月に改正道路交通法が執行され、道交法第６３条１１において、全ての自転車利用者に、ヘ

ルメット着用が努力義務化されました。ヘルメットの着用を努力義務化した目的は、自転車事故

による致死率の増加を防ぐためのものです。 

 自転車乗用中に事故で亡くなった方の損傷部位の約７割は頭部との報告があります。そして、

頭部損傷は致命傷になると伺いました。ヘルメットを着用していない場合の致死率は、着用して

いる場合と比較すると約２．３倍も高いとのデータがありますが、万が一の事故に遭遇したとき、

自転車は、自動車に比べて余りにも無防備です。自転車事故における悲惨な死亡を減らすことが

重要です。まずは、本市における自転車事故の状況と、ヘルメット着用の現状を伺います。 

○諸橋太一郎 議長 飯島希美市民部次長。 

○飯島希美 市民部次長兼市民活動課長 市内で発生した交通事故のうち自転車が関係する件数

は、令和４年が人身事故４３件、物損事故１４０件、令和５年１月から８月の速報値では、人身
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事故１９件、物損事故１２５件となっております。 

 次に、自転車乗車時のヘルメット着用率ですが、警察署管内別の統計はありませんが、今年度

努力義務化されて以降、警察庁が調査した結果、全国平均の着用率は１３．５％で、茨城県は２

１．３％、東京都１０．５％、神奈川県８．４％、千葉県６．４％、埼玉県６．１％で、茨城県

の都道府県別着用率は第９位となっております。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤知子議員。 

○２番 伊藤知子 議員 ただいまの御答弁で、市内の自転車事故の状況や、県内におけるヘル

メットの着用率が分かりました。 

 その上で、ヘルメット着用推進の鍵は、着用の習慣化だと考えます。習慣化のためには、啓発

活動が必要です。また、推進方法として、本市として独自の着用者への何らかの割引や優待など

のインセンティブを付与することも考えられます。 

 ついては、本市として、ヘルメット着用の習慣化に向けて、どのような政策をお考えでしょう

か、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 沼田和利市長。 

○沼田和利 市長 伊藤知子議員の質問にお答えいたします。 

 自転車用ヘルメット着用の啓発活動といたしましては、市ホームページを利用した広報と、５

月１日号の「広報うしく」へ記事を掲載しました。 

 あわせて、交通安全協会員による交通安全教室の中で、未就学児から小中学生、シニアクラブ

など、高齢者に対してヘルメット着用の必要性を伝えております。また、牛久警察署でも、署長

自ら高等学校へ出向いて、ヘルメット着用の必要性を訴えております。 

 街頭では、これまで春、夏、秋の交通安全運動期間中に、牛久警察署や交通安全団体と協力し

て、ヘルメット着用を呼びかけるキャンペーンを実施しております。 

 今後も引き続き、牛久警察署や交通安全団体とともに、自転車用ヘルメット着用について啓発

活動を続けてまいります。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤知子議員。 

○２番 伊藤知子 議員 市長より御答弁をいただき、啓発活動に対しても理解をいたしました。 

 市内を見渡すと、高校生の着用率は低く、高齢者のヘルメット着用もまだまだです。牛久市で

は、小学生に対してのヘルメット支給の制度がありますが、そもそも支給されている学校のヘル

メットは幾らぐらいするのでしょうか。 

 また、まずは高齢者からと考えたときに、高くて買えないという声や、実際に買いに行ったら

品物がなく、手に入らないとの悩みの声を聞きました。そして、高齢者の方にとっては、お店に

買いに出向くということも困難なことです。このような方々に対して、市ではどのように寄り添

ってくれるのでしょうか。 

 助成の仕方はお金とは限りません。高齢者に対しては、補助金を受け取るか、市役所に来れば

ヘルメットが手に入る、そのような仕組みも考えてはいかがでしょうか。着用しない理由は、お

のおのにあるかもしれません。 
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 とはいえ、ヘルメット未着用を自己責任として突き放すことは、既に、子供の命を守るため、

ヘルメットの重要性を認識し、小学生に配布をしている牛久市にはそぐわないのではないでしょ

うか。 

 令和６年、公明党市議団として要望させていただきましたヘルメット購入への助成制度を実施

していただきたいと考えますが、いかがでしょうか、御見解を伺います。 

○諸橋太一郎 議長 飯島希美市民部次長。 

○飯島希美 市民部次長兼市民活動課長 市立小学校児童へ配布しているヘルメットの単価は、

令和５年度配布分で税込み４，４５５円です。市販のヘルメット価格は、市内の量販店、専門店

を調査したところ、一般向けの商品は４，０００円台が中心の品ぞろえで、現在は、いっときの

品不足も解消されているとのことです。 

 自転車用ヘルメット購入に対する助成につきましては、県内で購入補助を実施している自治体

もあることから、各自治体のヘルメット普及状況などを調査しながら検討してまいります。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤知子議員。 

○２番 伊藤知子 議員 それでは、再度質問させていただきます。 

 ただいまの御答弁で、ヘルメットの助成制度が、ほかの自治体で導入されているところもある

ようですが、どのような制度になっているのか、分かる範囲でお示しください。 

○諸橋太一郎 議長 飯島希美市民部次長。 

○飯島希美 市民部次長兼市民活動課長 既に助成制度を始めている自治体もありますが、内容

としては、ヘルメットの購入費に対して補助金を交付するというものです。 

 補助対象者は市民全てだったり、小学生から高校生までを対象としていたり、自治体によって

様々なものとなっています。補助金の内容としては、購入費の２分の１で上限を２，０００円と

し、利用者１人に対して１個までとしている自治体が多く見られます。先行している自治体で、

ヘルメットの普及状況を調査研究し、牛久市のヘルメット着用率を上げていくものを検討してま

いります。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤知子議員。 

○２番 伊藤知子 議員 御答弁をいただき、理解をいたしました。どんなに備えても事故は起

こり得るものです。ヘルメットは、命を守るアイテムとして重要であるとの認識を全世代で共有

し、着用を習慣化してまいりたいと考えます。 

 自転車に乗る際、市長も被っていらっしゃると思います。ヘルメットの助成制度の実現に向け

ても、御検討をお願いし、私の一般質問を終わらせていただきます。ありがとうございました。 

○諸橋太一郎 議長 以上で２番伊藤知子議員の一般質問は終わりました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は１３時４５分といたします。 

午後１時３６分休憩 

――――――――――――――――――――――――― 

午後１時４５分開議 

○諸橋太一郎 議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 
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 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に、３番藤田尚美議員。 

      〔３番藤田尚美議員登壇〕 

○３番 藤田尚美 議員 皆様、こんにちは。公明党の藤田尚美です。通告に従いまして、一般

質問を行います。 

 まず初めに、視覚障害者のための音声コードの利用促進についてであります。 

 全ての障害者が障害の有無によって分け隔てられることのない社会を目指し、障害者情報アク

セシビリティ・コミュニケーション施策推進法が２０２２年５月に施行されました。ところが、

今でも視覚障害者にとっては、情報の取得や利用に多くの苦労があります。 

 内閣府のホームページにも、以下のように記載されています。 

 視覚障害のある方は、必ずしも点字を読めるわけではなく、多くの方は、主に音声や拡大文字

によって情報を得ています。文字情報を音声にする方法は、補助者による代読やパソコンの音声

読み上げソフトを用いる方法のほか、文字内容を高度情報音声コードに変換して、活字文書読み

上げ装置を使って音声化する方法があります。 

 事実、視覚障害者は、自宅に届く郵便物などは、補助ボランティアに代読をしてもらうか、文

字を高度情報に変換して、読み上げ装置やアプリで聞いております。視覚障害の手帳を持ってい

る人のうち、点字が読める人は僅か１割、他の疾病や高齢化などで文字を読みづらい人は１６０

万人との報告もあります。 

 そこでまず、牛久市の現状を伺います。 

○諸橋太一郎 議長 渡辺恭子保健福祉部長。 

○渡辺恭子 保健福祉部長 国は、全ての障害者があらゆる分野の活動に参加するためには、そ

の必要とする情報を十分に取得し、及び利用し、並びに円滑に意思疎通を図ることができること

が極めて重要であるとして、令和４年５月に、いわゆる障害者情報アクセシビリティ・コミュニ

ケーション施策推進法を制定しました。 

 また、法第１１条、障害者による情報取得等に資する機器等に基づき、内閣府、デジタル庁、

総務省、厚生労働省、経済産業省が一堂に会し、協議の場を現在までに２回開催しているところ

です。 

 障害を有する方の中でも、人の五感による知覚のうち、約８０％を占めるといわれる視覚に障

害を持つ方にとっては、この法律は、情報獲得の幅が広がるための有益なものであるといえます。 

 当市の障害者の現状といたしましては、令和５年３月末日現在、身体障害者手帳所持者数は２，

０２６名、そのうち視覚障害は１０６名、そのうち２名が１８歳未満となっております。令和４

年３月末日実績と比較いたしまして、手帳所持者数は２１名の増、視覚障害者の手帳所持者数は

４名の増、１８歳未満の所持者数については変動がありません。さらに重度と呼ばれる１・２級

の所持者数については、令和５年３月末日実績で７６名、令和４年３月末日実績と比較し、１名

の増となっております。 

 また、現在、第７期障害福祉計画、第３期障害児福祉計画の策定に当たり、アンケート調査の
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集計を行っているところですが、結果速報として、障害者施策を進めていくに当たって、市が充

実させるべきことの設問に対し、身体障害をお持ちの６８４名が回答した内容は、要望の多い順

に、経済的支援、災害時の支援体制整備、相談支援の充実となっております。このような結果等

を踏まえ、今年度、計画策定を進めてまいります。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 次に、音声コードというのは、紙媒体に掲載された印刷情報をデジタ

ル情報に変える２次元のバーコードです。この中に文字情報を記録できます。印刷物に音声コー

ドが付いている場合、紙媒体の隅に、切り欠きと呼ばれる半円の穴が付いているため、視覚障害

者は、そこを指で触れば、音声コードの場所が分かります。 

 こちらがチラシとなっておりまして、ここの冊子の端に切り欠きというものがございまして、

その横にＱＲコードのようなコードが、音声コードが表示されております。 

 例えば、代表的な一例として、選挙の投票所入場券、自治体から封書で届きますが、ほとんど

の自治体が発送するこの封書には音声コードが付いておりません。このため、何の封書か分から

ないために、誤って捨ててしまうことだってあるわけであります。もう一つ最近の重要な例では、

ワクチン接種券も同様であります。 

 そこでまず、せめて国や地方自治体などから送られる公的な通知文書や広報など印刷物、また

年金や医療、各種保険などのお知らせ、公共料金通知書類などには、音声コードの記載が必須で

あります。 

 また、封書の場合は、封書の表書きに音声コードが付いていても、肝腎の封書の中の紙媒体の

音声コードが付いていない場合は内容が理解できません。 

 本市において、何らかの事情で文字が見えない、見えにくい、読みにくい方々のために、どの

ような支援をされているのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 渡辺恭子保健福祉部長。 

○渡辺恭子 保健福祉部長 視覚障害は、情報収集の障害でもあり、安全に移動することや、日

常生活の動作をスムーズに行うこと、文字や絵などの内容を理解することに不便を強いられてい

ることがあります。 

 その中でも、文字が見えない、読みにくい、見えにくいなど、文字を理解するための支援とし

て、当市では、点字広報や声の広報の配布を行っております。利用者数は、点字広報１名、声の

広報１０名となっております。このほかに、外出時の支援として、同行援助サービスがあり、令

和５年８月実績は１１名となっております。 

 また、日常生活用具給付事業では、令和４年度の障害者連合会からの要望を受け、盲人用血圧

計を給付対象とし、今年度は３件の給付をしております。このほかに、過去５年間の主な給付実

績として、視覚障害者用読書器１４件、ポータブルレコーダー１１件を給付しております。 

 御質問の音声コード読み取りのための視覚障害者用活字読み上げ装置も給付の対象となってお

り、今までに９件の給付をしている状況です。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 
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○３番 藤田尚美 議員 様々な支援をしていただけることを認識いたしました。 

 次に、全ての障害者が障害の有無によって分け隔てられることなく、情報の補足やその利用、

意思疎通ができる社会の実現を目指した法整備も整っているわけですから、市民に送付される公

的な通知についても、この音声コードの普及を早急に進めるべきだと思いますが、市長、いかが

でしょうか。 

○諸橋太一郎 議長 沼田和利市長。 

○沼田和利 市長 藤田議員の質問にお答えいたします。 

 視覚障害のある方に配慮した音声コードの活用は、文字情報を手軽に音声にすることができ、

情報アクセシビリティの向上につながると認識しております。 

 現在のところ、音声コードは２種類で、日常生活用具費給付事業対象の視覚障害者用活字読み

上げ装置で読み取るＳＰコードと、近年開発された携帯電話やスマートフォン・タブレット端末

に対応したユニボイスコードがあります。読み取り機器により対応するコードが異なるため、今

後の普及状況を注視する必要があります。 

 今後は、音声コードの利用状況や、その課題等について、庁内及び県や他市町村の動向や、障

害者団体の意見も伺いながら、視覚に障害を持つ市民にとって、どのような文字情報の提供方法

が生活の質の向上につながるのか、個別の状況把握を行うなど、担当課に指示してまいります。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 牛久市が対応しているＳＰコードは、対応する読み取り装置というも

のが必要であるんですけれども、ユニボイスというのは、専用の読み取り装置を必要としないで、

スマートフォンで読み取ることができます。スマートフォンでの読み取りができれば、視覚障害

の方、福祉の観点からだけではなく、外国籍の方や高齢の方、また読みづらい方のためにも、市

民サービスの観点からも、また調査研究をしていただきたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。 

 次に、子育て支援について数点伺います。 

 ２０２２年の出生数は、実に７０万人後半と、前年より５％程度減ったと見られております。

出生数は過去最低を記録し、１人の女性が生涯に平均何人の子を産むかを表した合計特殊出生率

は１．２７程度となり、１．３０を割る公算が大きくなっております。 

 人口学において、少子化は、合計特殊出生率が人口を維持するために必要な水準、人口置き換

え水準を相当期間下回っている状況を定義しております。 

 牛久市において、２０２２年の出生数は４２３人、前年からマイナス７．８％、３６人減少、

５年連続減少であります。また、２０１２年からはマイナス４５．３％と３５０人減少でありま

す。２０２２年について、全国平均と比べると、牛久市は、全国平均よりも、人口１，０００人

当たりで１．１８人少ない出生率となっております。 

 少子化対策は、結婚、出産、子育てと切れ目のない支援が必要ではありますが、その中で、子

育て家庭に牛久市を選んでもらえる、魅力のあるまちを目指していくには、本市としてどのよう

な対策を考えているのか、伺います。 
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○諸橋太一郎 議長 二野屏公司経営企画部長。 

○二野屏公司 経営企画部長 本市の少子化の状況につきましては、全国的な人口の減少、人口

構成の変動と同様に、少子高齢化が進展してきたところであります。特に、本市はベッドタウン

特有の状況として、昭和５０年代から集中的に同世代の世帯が転入したことにより、人口構成が

極端に偏る状況となっております。 

 少子化に関しましては、１４歳未満の人口割合が、昭和６０年には全体の２７．３％でしたが、

平成１５年には１３．９％と、６５歳以上の人口割合と同率となり、それ以降は年少人口と老年

人口の比率が逆転し、年少人口は１３％台で推移してまいりましたが、コロナ禍等の影響もあり、

令和４年度には１１．９％と、年少人口の減少が加速度的に進んでおります。 

 次に、少子化に関する対策としましては、子供を生み育てやすい環境を整備し、子育て世帯の

流入を促すため、教育施設、保育施設の充実、予防接種の助成、マル福制度の拡充など、妊娠期

から切れ目のない子育て支援を充実することにより、子育て世帯に選ばれる環境を整備してまい

りました。 

 今後におきましては、出生数の低下をはじめ、さらなる年少人口の減少が懸念されるところで

はありますが、都心から移住される方への移住支援金の交付事業を引き続き実施するとともに、

新たなイベントの実施や、市のＰＲなどを通して、移住を検討される方々への積極的なアピール

が図れるよう努めてまいります。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 それでは、移住支援金の交付事業の事業内容と実績、また、今新たな

イベントということでしたので、市独自で事業を展開していくと思われますが、そのアピールに

ついて具体的に伺います。 

○諸橋太一郎 議長 二野屏公司経営企画部長。 

○二野屏公司 経営企画部長 移住支援金事業につきましては、茨城県との共同により、わくわ

く茨城生活実現事業として、令和元年度より交付金事業として事業化し、単身世帯に６０万円、

２人以上の世帯に対し１００万円、また、本年度の要件拡充により、１８歳未満の子供を帯同し

ての転入については、子供１人当たり１００万円を加算して、支援金を交付しております。 

 当市における実績としましては、令和元年度、２年度は交付実績がありませんでしたが、制度

改正により、テレワークや、牛久市に居住歴のある方を対象とするなど、要件を拡大した令和３

年度からの交付実績では、令和３年度には、世帯での転入が３件で３００万円、令和４年度は、

単身が２件、世帯が２件、世帯のうち、子供帯同の世帯が２件で合計で７８０万円、本年度は、

これまでに交付決定したもので、単身が１件、世帯が３件、そのうち子供帯同の世帯が２件で、

合計４２０万円が交付されておりまして、合計で１５件、１，５００万円の交付実績となります。 

 次に、市のＰＲにつきましては、これまでも包括連携協定を締結しておりますプロスポーツ団

体の試合開催に合わせて実施されます、牛久の日などにおいての出展や、移住希望者を対象とし

た移住相談会への参加、また直近では、都内にございます茨城県のアンテナショップであるイバ

ラキセンスにおきまして、本市の農産品販売を行うなど、様々な機会を通じて実施を行っており
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ます。 

 今後におきましても、既存のイベントへの参加のみならず、さらに効果的に本市の情報が発信

できるよう努めてまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 各種イベント等に発信していくということで、今まで牛久のアピール

が、近隣に比べるとなかなか厳しい、もうちょっと牛久を前に出してほしいなと市民からも、い

いところがたくさんあるのにという声をいただいておりますので、どんどんトップセールスをし

ていただいて、牛久の魅力度をどんどん言っていただきながら、子育て世帯を呼び込める魅力あ

ふれるまちをつくっていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、令和６年度で終了となる牛久市子ども・子育て支援事業計画を、次の計画策定に取り組

み始める時期に来ております。また、国のほうでは、今年度より、こども家庭庁が設置され、こ

れから国の政策も大きく動き出すことが期待されております。 

 国の動向を見つつ、牛久市の子供政策における現状や課題をきちんと把握していくと思います

が、今後行われる子育て世代のニーズ調査のスケジュールを伺います。 

○諸橋太一郎 議長 渡辺恭子保健福祉部長。 

○渡辺恭子 保健福祉部長 市では、教育・保育をはじめとした、子ども・子育て支援サービス

を円滑に提供し、子供の健やかな成長を支援することを目的とした、牛久市子ども・子育て支援

事業計画を策定しております。策定の際は、市民の教育・保育・子育てに関するサービスの現在

の利用状況と今後の利用希望を把握することを目的に、ニーズ調査を実施しています。 

 現在は、令和２年度から６年度を計画期間とした第２期の計画が進行中であり、この計画を策

定するに当たっては、平成３０年度に未就学児と小学生の子を持つ保護者３，０００人を対象に

ニーズ調査を実施し、４８．２％の方より回答がありました。 

 第１期の計画策定のために、平成２５年度に実施したニーズ調査と比較しますと、未就学児、

小学生ともに就労している母親が増加し、定期的な教育・保育事業の利用割合がやや増加してい

ることや、小学生の保護者では、放課後に過ごす場所として、補習教室や勉強を見てくれる人が

欲しいなどの学習支援の希望が増加している等の傾向が見られました。 

 また、７割から８割の保護者は、育児で困っていることがあり、必要なサポートとしては、話

を聞いてくれて助言をしてくれることや、数時間子供を預かってくれる施設を望んでいることが

分かりました。 

 そして、今年度は次期計画である第３期牛久市子ども・子育て支援事業計画策定に向けた作業

を既に開始しております。 

 現在、ニーズ調査案の策定に着手しており、牛久市子ども・子育て会議の場で内容をお諮りし

た後、１２月から調査を実施する予定となっております。 

 子ども・子育て支援事業計画策定のため、５年に一度実施するニーズ調査は、市民の声を聞く

貴重な機会であります。有効で実効性のある第３期計画策定に結びつけることができるよう、教
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育・保育の担当部署と連携しつつ、丁寧な市民ニーズの把握に努めてまいります。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 １２月から調査開始ということで、５年に一度実施するニーズ調査は、

また新たな意識調査となりますので、しっかりと市民の声を聞いていただき、ニーズ把握に努め

ていっていただきたいと思います。 

 また、教育と福祉、教育と保育、そこはしっかりと連携をして、誰一人取り残さない、子供た

ちの育成のための事業計画であっていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 次に、子供医療費助成制度についてであります。 

 健康保険証を持って病院や調剤薬局などを受診した際に、窓口で支払う自己負担を助成する制

度であります。対象は、出生の日から小学６年生の学年末、中学１年生から高校生相当まで、外

来自己負担金６００円、医療機関ごとに月２回まで１，２００円が必要であります。 

 子育て家庭から１，２００円を捻出することが困難であり、病気が悪化してしまったケースが

ある。また、１か月、何か所も医療機関に通院するため、１，２００円以上かかりますとの、こ

の医療費が家計を圧迫している、切実な声が私のところに届いております。 

 医療費は大きな負担があり、子供医療費助成制度の見直しが必要と考えますが、御所見を伺い

ます。 

○諸橋太一郎 議長 沼田和利市長。 

○沼田和利 市長 藤田議員の質問にお答えいたします。 

 牛久市の小児マル福は、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日までの子供の外来・入院全

てを対象としていますが、保険診療に対して、通院では、医療機関ごとに１回６００円を２回ま

でで月１，２００円、入院では、医療機関ごとに１日３００円、月３，０００円までを上限とし

た自己負担金があり、完全無償化とはなっておりません。 

 自己負担金全てを市の公費負担とすることで、子供の医療費ゼロとすることは、私の公約の一

つですが、完全無償化を実施した場合、直近の試算では、扶助費だけで約６，６００万円の増と

なります。 

 また、予算以外にも、システム改修、新たに発生する事務に対応する人員確保等、解決しなけ

ればならない課題が複数あり、具体的な課題解決の検討を行っているところです。 

 子供の医療費完全無償化の実現時期については未定ですが、その早期実現に向けて取り組んで

まいります。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 市長、この公約の一つ、医療費ゼロに向けて、しっかりと実現できる

よう心待ちといいますか、早期実現に向けて、しっかりと取り組んでいただきたいと思います。 

 次に、児童発達支援センターの設置に向けての進捗状況について伺います。 

 児童発達支援センターとは、児童福祉法第４３条に規定する施設で、発達に遅れのある、また

は障害のある子供を通所させ、基本的動作の指導、自活に必要な知識や技能の付与、または集団

生活への適応のための訓練を行う施設であります。 
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 児童発達支援センター等を中核とした地域支援体制の整備として１か所設置とあります。第１

期障害児福祉計画には、平成３０年設置検討、令和元年設計、令和２年開設予定となっておりま

した。 

 今、第２期においては、令和５年度末までに、センター１か所設置と、また保育所等訪問支援

体制の構築と国の基本があります。現在は、牛久市は、保育所等訪問支援について市内１事業所

がサービスを提供しているとのことです。 

 それでは、児童発達支援センターの整備について伺います。 

○諸橋太一郎 議長 渡辺恭子保健福祉部長。 

○渡辺恭子 保健福祉部長 児童発達支援センターの設置は、障害のある児童の早期発見・早期

療育及び保護者の負担軽減を図る目的から、包括的な療育の場として必要かつ重要であると認識

しております。 

 少子化の進行で出生数は低下しているものの、支援対象は、文部科学省の調査によると、通常

学級での要支援児童は６．３％から８．８％に拡大しています。児童発達支援センター設置に向

けては、設備基準として小集団指導や個別指導、兄弟児の預かりが可能な部屋の広さや数の確保、

屋外遊戯場の整備、給食提供などがあります。これまで幾つかの候補地の検討を実施いたしまし

たが、設備基準条件を満たさなかった経緯があります。現在も候補となる場所について、現場検

証等を行っているところです。 

 今後も引き続き、公共施設等の利活用を含めた施設候補地の選定、必要な人員等の確保など、

関係機関との協議を継続してまいります。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 センター設置に向けての動きを明確に答弁いただきありがとうござい

ます。 

 今のお話を聞きますと、センター設置についての必要性というのは、十分理解していただけて

いることが分かりました。 

 幼児期で早期療育は、小１ギャップといわれる問題もスムーズに移行できると考えております。

牛久市は、幼保小連携に力を入れておりますが、しっかり支援が行き届かない現状、課題もあり

ます。 

 そうした中で、令和６年度には第３期障害児福祉計画がスタートされます。いつまでに設置を

目標設定されているのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 渡辺恭子保健福祉部長。 

○渡辺恭子 保健福祉部長 児童発達支援センターの設置に向けては、先ほどの答弁のとおり、

設置基準に該当するような場所を今模索しているところになっております。設置目標といたしま

しては、現在、令和６年度から８年度までの３か年の障害福祉計画、障害児福祉計画を牛久市自

立支援協議会にて審査を行っていただいている最中でございます。 

 設置目標年度は、これから審議をいただく予定ではありますが、候補地が選定できたと仮定し

ますと、その後は実施設計、建築工事、これに必要な予算要求というスケジュールになるため、
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設置目標といたしましては、３か年の最終年度になる令和８年度を開設目標として考えておりま

す。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 令和８年度が最終目標ということで、まずは場所を確保、今、のぞみ

園の状態も、親子で通所という形で、今たくさんの方たちがあふれている状況であります。 

 この児童発達支援センターというのは、親子分離型、子供自身が自立のために行われる保育所

的なセンターでもありますので、やはり親子で学ぶ場所もあり、個別で学ぶ施設というものが非

常に療育には必要と私は考えております。ぜひ、この８年度設置に向けて御尽力いただきたいと

思いますので、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、ＧＩＧＡスクールの課題と対策について伺います。 

 多様な子供たち一人一人の特性や関心、環境などに応じた学びを強力に推進してきました。そ

の中で、ＧＩＧＡスクール構想によって整備された１人１台端末環境は、令和の教育改革でもあ

ります。個別最適な学びと協働的な学びの充実に必要不可欠なツールでもあります。 

 １人１台端末は、不登校、特別支援、病気療養、外国籍等の多様な児童生徒の実情や特性に応

じた誰一人取り残されない学びを保障する上でも重要で、心の状況を書き込むなどして、様々な

ツールにもなりますが、学校間の利用格差が発生しており、改善に向けての対策が急務となって

おります。 

 このＧＩＧＡスクールの構想の下で、子供の学習権の保障や補償について画期的な進展が見ら

れつつあり、１人１台端末と高速通信ネットワーク環境により、オンライン授業やメタバース空

間へのアクセス、デイジー教科書やアクセシビリティ機能を有したデジタル教科書、自動翻訳機

能、子供データ連携機能などの提供を可能とし、不登校、特別支援、病気療養、事情や特性に応

じた学びを保障し、誰一人取り残されない教育を実現する上でも不可欠なインフラとなりつつあ

ります。 

 また、デジタルの力により、どの学校においても、時間や距離を越えた多様で特色ある教育活

動を展開し得ることは、グローバル人材を育成する極めて大きな意義を有します。 

 さらに、教員、子供の１人１台端末のクラウド環境は、喫緊の課題である教員の働き方改革を

一層加速させていく上で、欠くことのできない基盤的なツールでもあります。端末の更新が間近

となりつつありますが、１人１台端末の利活用について、地域や学校間で格差が発生している状

況でもあります。小学校６年生の授業で、１人１台をほぼ毎日利用している割合は、都道府県、

政令市別で約２割から８割とばらつきが大きいのが見られます。 

 そこで、まず、牛久市内小中学校の利用状況を伺います。 

○諸橋太一郎 議長 吉田充生教育委員会次長。 

○吉田充生 教育委員会次長兼教育企画課長 牛久市では、令和２年度から１人１台端末が整備

され、それ以降、各学校ではタブレットパソコンを活用した授業が日常的に行われています。 

 教員、子供の１人１台端末により、一人一人の学びの質を高めることができています。１人１

台端末の導入当初より、タブレットパソコンと大画面のモニターテレビをつなぎ、写真や資料、
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映像を提示したり、児童生徒のノートを提示して、考えを共有したりと活用しておりましたが、

現在は、各学校において、さらに活用の幅が広がっています。 

 牛久第三中学校の音楽の授業では、タブレットパソコン上でウェブアプリを活用して、自分の

イメージに合う旋律作りをし、それを実際に音として聞いて、より自分のイメージに合うように

改良していく授業が行われています。 

 また、岡田小学校の算数の授業では、タブレットパソコンに図を配置し、図を操作しながら思

考したり、ペアに説明したりする授業が行われています。 

 中根小学校の外国語活動では、ＡＬＴの委託業者のサービスを利用して、対面での授業とオン

ラインでの授業を融合したオンラインブレンディッド授業を行っています。各グループにＡＬＴ

１人をオンラインでつなぎ、これまでに学習してきたことを活用して英会話を行います。子供た

ちは意欲的に授業に取り組み、これまでの学びを実感しています。 

 牛久第二小学校では、道徳の授業で、ポジショニングという機能を活用し、児童一人一人が考

えの揺れ動きを可視化できるようにしています。ポジショニングは、社会の授業でも活用され、

級友の意見の傾向を見ながら、自分の考えを深めています。 

 また、タブレットパソコン上で、思考ツールを操作する姿も見られます。思考ツールとは、比

較する、分類する、関係づけるなど、考えるときの様々なパターンを図で示し、どのような考え

方で思考していくのかをサポートする手段です。 

 タブレットパソコン上で、思考ツールを操作することで、考えの変化による修正も簡単にでき

るなど、効率的に学習ができています。 

 子供たちは、以前よりもタブレットパソコンを活用することに慣れてきております。今後も、

１人１台端末を有効に活用し、児童生徒の興味関心を高め、理解や思考を深めて、一人一人の学

びの質を高めていきます。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 令和２年度から１人１台端末が整備されているということで、子供た

ちもすっかり慣れている様子を、私も校内研修の第三中学校のほうに行かせていただき、授業の

中がやはりこの音楽でした。音楽が、楽器ではなく、タブレットで作曲をするという、その中で

学び合いを入れていくという授業でした。 

 本当に最先端の授業を見せていただき、子供たちは楽器演奏ではなくタブレットで音感を楽し

むという、すばらしい授業を見せていただき、タブレットに親しんでいる生徒の様子を見て、充

実しているなということを感じました。 

 また、活用の仕方においては、子供たち一人一人の特性や関心、環境に応じた学びをより一層

推進するため、課題に対して対策が必要であります。 

 特別支援教育におけるＩＣＴ活用はどのようになっているのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 吉田充生教育委員会次長。 

○吉田充生 教育委員会次長兼教育企画課長 牛久市では、特別な配慮や支援を必要とする児童
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生徒には、個の特性に応じた支援に取り組んでいます。その取組の一つに、タブレット等のＩＣ

Ｔの活用があります。 

 読むことに困難を抱えている学習障害や発達障害傾向にある児童生徒には、主に２つの手だて

を導入しています。 

 １つは、音声読み上げ機能やルビ振り機能があるデイジー教科書です。タブレットにダウン

ロードし、読み上げのスピードを変えたり、ルビの量を変えたりしながら、各児童生徒の実態に

合わせて活用をしています。 

 ２つ目は、多層指導モデル（ＭＩＭ）です。このソフトは、初期の読みの指導で、最大の難関

である特殊音節、ちゃ・ちゅ・ちょとか、じゃ・じゅ・じょという、特殊音節に焦点を当てて、

文字や語句を正しく読んだり書いたりすることを支援するものです。今年の１０月に導入したば

かりですので、より良い活用について研修を進めているところです。 

 これら２つは、特別支援学級だけでなく、全学級で使用することができます。 

 また、タブレットにある機能も活用しています。書くことに困難を抱えている児童生徒には、

ワードやパワーポイントを用いて作文や学習のまとめを行ったり、音声入力を用いて書くことを

軽減したり、文章の校正の際に、読み上げ機能を活用している授業も行われています。 

 さらに、認知機能を鍛えるトレーニングや、ＡＩ型ドリルを中心とした学習支援ソフトを個別

学習に取り入れたり、動画作成等、児童生徒の得意なことを取り入れたりした授業により、能力

やスキルの向上を図っている特別支援学級もあります。これらの活用は、一人一人の困難さを軽

減し、得意なことを伸ばすことにつながっています。 

 一方で、特別支援学級には、コミュニケーションや人間づくりに苦戦する児童生徒も多くいま

す。そのような子供たちにとっては、ＩＣＴだけでなく、実際に小集団で人と関わりながら活動

したり、経験したりして学ぶことも重要だと考えています。 

 ただ、特別支援学級の担任の中には、経験に差があり、悩みながら支援や授業づくりに取り組

んでいる先生もいます。他市町村では、子供のアセスメントから授業づくりを支援するような教

育ソフトを導入し、活用して、特別支援学級の担任を支援している事例もあります。 

 今後は、子供だけでなく、特別支援教育に携わる教員の資質向上にもつながるＩＣＴの活用を

検討していくことも、子供たちの豊かな学びへとつながると考えます。これからも、タブレット

等のＩＣＴの効果的な活用と、友達や様々な人との関わり、学び合う学習を、バランスよく取り

入れ、一人一人が安心して夢中になって学べる環境づくりに努めてまいります。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 特別支援教育に様々なものを導入していただき、一人一人子供たちの

特性に合わせた環境づくりをしていることに本当に感謝です。 

 教員の面なんですけれども、やはり先ほど言われた他の教科を持ちながら、この特別支援教育

に携わってくださっている教員の方々が多くいらっしゃいます。その先生たちのスキルアップ、

しっかり周りの先生たちがフォローをしていっていただきたいと思います。 
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 支援学級以外の担当教科を持ちながらというのは、やはり大変な中で御苦労されている姿を見

ておりますと、子供たちもかわいそうですし、先生たちも御苦労されている姿を見ていると、本

当にどう手伝ってあげたらいいんだろうなと思ってしまったりする光景を見受けることもありま

すので、ぜひその点、フォローのほうもよろしくお願いいたします。 

 次に、不登校児童生徒等への１人１台端末を活用した授業の配信はどうなっているのか、伺い

ます。 

○諸橋太一郎 議長 吉田充生教育委員会次長。 

○吉田充生 教育委員会次長兼教育企画課長 不登校児童生徒は、一人一人実態も要望も異なる

ので、１人１台端末の活用が有効な児童生徒に対しては、タブレットパソコンを活用した学習を

促しております。 

 例えば、自宅と教室をつないだり、教室には入れずに別室で学習している児童生徒にも、必要

に応じて、タブレットパソコンへ授業を配信したりしております。また、授業を配信するだけで

なく、自宅でも学習可能なＡＩ型ドリルを中心とした学習支援ソフトの活用を促したり、茨城県

教育委員会ホームページで公開されている授業動画いばらきオンラインスタディを勧めたりして

います。 

 いばらきオンラインスタディは、全ての学年の全ての教科を、教科書に準じた授業動画で配信

しており、児童生徒が自分の実態に応じて選択し、学習を進めることができます。 

 今後も、不登校の児童生徒の実態に合わせて、１人１台端末を活用して、学びを保障していき

ます。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 例えば、自宅にインターネットが完備されていない御家庭には、どの

ように対応されているのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 吉田充生教育委員会次長。 

○吉田充生 教育委員会次長兼教育企画課長 不登校児童生徒の中で、授業配信やインターネッ

トを活用した学習を希望しても、自宅にオンライン環境がないなどの理由で困っているんだとい

う声は、まだ学校から上がっているわけではありません。 

 家庭でのオンライン環境についてですが、不登校児童生徒世帯にかかわらず、御自身で整備し

ていただくのが原則であるというふうに考えております。 

 一方で、牛久市では生活に困窮する世帯に対しては、令和４年度から就学援助の支給項目に、

新たにオンライン学習通信費を追加し、自宅でオンライン学習ができるよう、年額１万４，００

０円を支給し、通信費の負担を支援しております。 

 また、就学援助については広く周知するため、全児童生徒に申請の有無を確認しており、オン

ライン通信費については、通信環境が整備されているか、確認のため、原則としてインターネッ

トで申請するというようなこともしております。 

 以上です。 
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○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 次に、故障と破損への現状と保証について伺います。 

○諸橋太一郎 議長 吉田充生教育委員会次長。 

○吉田充生 教育委員会次長兼教育企画課長 タブレット端末の故障や破損の件数は、令和４年

度において約８００件、令和５年度においては、８月末までに３００件を超えております。その

多くは、取扱いの不注意によるものが多く、キーボードの剥がれや落下による画面の破損が多く

を占めています。 

 タブレット端末の故障や破損の保証についてですが、タブレット端末導入時に、全てのタブレ

ット端末に物損保証を附帯しています。重大な過失や故意によるもの以外は保証対象となり、新

たな修理費が発生することはありません。 

 なお、物損保証の有効期間は、タブレット端末導入後３年間となります。 

 牛久市では、令和２年１１月に、児童生徒１人１台のタブレット端末を整備しましたので、物

損保証の有効期間は、令和５年１０月までとなっております。 

 なお、令和５年１１月以降につきましては、修理代の予算は確保しておりますので、新たに保

守契約を締結し、これまでどおり重大な過失や故意によるものでない限りは、市の予算で対応し

ていきたいと考えております。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 次に、全ての学校が端末活用の試行錯誤から日常化のフェーズに移行

し、子供の学びを、ＤＸを実現していくための支援基盤を構築するために、ＧＩＧＡスクール運

営支援センターの機能はあるのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 吉田充生教育委員会次長。 

○吉田充生 教育委員会次長兼教育企画課長 ＧＩＧＡスクール構想の下、全国的に学校高速ネ

ットワークが整備され、１人１台タブレット環境が整いました。令和３年度から、１人１台タブ

レット環境による本格的な教育活動が、全国の学校で展開される中、不具合対応や円滑な運用に

課題があることが浮き彫りとなりました。 

 国では、そのような課題を解決し、安定的に運営を支援する必要があることから、各自治体が

自立してＩＣＴ活用を進めるために、令和４年度にＧＩＧＡスクール運営支援センター整備事業

を創設しました。 

 このＧＩＧＡスクール運営支援センター整備事業は、都道府県や複数の市町村の構成による公

益的な事業を展開することで、単独での実施が困難な自治体に対しても支援を実施でき、域内で

の情報の共有や地域差の解消等につなげる仕組みです。 

 牛久市では、ＧＩＧＡスクールで整備した学校の高速ネットワークについて、不具合に対応す

る保守業務委託や、予備機を含め児童生徒のタブレットやアカウントの管理のほか、年度末には、

卒業生のタブレットを回収して、新１年生に配布する年度切替えなどの運用業務委託について、

茨城県のＧＩＧＡスクール運営支援センター事業として、国の補助を受けて実施しております。 
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 なお、各市町村での環境整備や運営体制、端末の効果的な活用などの取組は、情報を共有し、

支援体制の向上に努めております。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 藤田尚美議員。 

○３番 藤田尚美 議員 ＧＩＧＡスクール導入も３年がたち、様々な課題が見えてきたと思い

ます。また、今後の問題解決のため、御尽力をよろしくお願いいたします。 

 以上で私の一般質問を終わります。 

○諸橋太一郎 議長 以上で３番藤田尚美議員の一般質問は終わりました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は１４時５０分といたします。 

午後２時３６分休憩 

――――――――――――――――――――――――― 

午後２時５０分開議 

○諸橋太一郎 議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に、１５番水梨伸晃議員。 

      〔１５番水梨伸晃議員登壇〕 

○１５番 水梨伸晃 議員 日本維新の会、水梨伸晃です。牛久市は少し暗めの議場で、だんだ

ん眠くなる時間かと思いますが、新時代牛久市をつくるために、質問させていただきたいと思い

ます。 

 まずは、沼田新市長の誕生をお祝い申し上げます。新しいリーダーが牛久市の利益と繁栄に貢

献することを期待しています。政治の多様性が地域に良い影響をもたらすことを願い、私は、牛

久市の発展や改善に貢献し、市民の関心事や地域のニーズを考慮した、現役の子育て世代として

政策を提案していきます。 

 それでは、通告に従いまして、一問一答方式で質問させていただきます。 

 初めに、大きな項目１の１、牛久市の公園の今後について質問いたします。 

 周知のとおり、現在、牛久市で管理運営している公園は、牛久運動公園を除き、大小１４５か

所と認識しております。年間を通し、公園の維持や補修、そして管理に係る費用は幾らなのか、

伺います。 

○諸橋太一郎 議長 藤木光二建設部次長。 

○藤木光二 建設部次長兼都市計画課長 市内には、運動公園を除き１４５か所の公園がござい

ます。公園の維持管理に係る年間費用といたしましては、決算額で申し上げますと、令和２年度

は約１億４，２００万円、令和３年度は約１億５，９００万円、令和４年度は約１億４，５００

万円となっております。主な内訳といたしましては、人件費、光熱水費、植栽管理費、遊具など

の公園施設の工事費や修繕費などとなっております。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 



- １９９ - 

○１５番 水梨伸晃 議員 次に、令和５年度の予算書内には、公園里親制度を支援する２７９

万５，０００円という予算が組まれておりますが、公園里親活動をしている方々の高齢化による

人数減少も考え、市内中学生にも活動に参加をしてもらうなど、地域コミュニティ活性化を含め

た公園里親活動を行政がサポートし、今ある公園の今後の維持や管理に協力してもらうなどのお

考えはあるのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 藤木光二建設部次長。 

○藤木光二 建設部次長兼都市計画課長 公園の維持管理手法の一つとして、公園里親制度を活

用し、地元行政区の皆様に維持管理の御協力をいただいており、その活動に対し、補助金を支出

しております。 

 現在の制度は、行政区及び行政区に相当する団体が対象となっておりまして、今現在１８の行

政区が４３か所の公園及び緑地の管理を行っている状況です。 

 御質問にもありましたように、活動されている行政区からも、高齢化により活動の継続が厳し

くなってきているとのお話も頂戴しておりますので、市といたしましても、若い方にも参加して

いただき、継続して活動できるよう、広く市民の方に対して制度の周知をしてまいりたいという

ふうに考えております。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 

○１５番 水梨伸晃 議員 牛久市は、全ての小中学校がコミュニティスクールという、地域と

ともにある学校づくりを進めています。地域と学校の連携をより幅広く、地域づくりに参画して

いただくよう、担当部署を越えて連携協働していただきたく思いまして、次の質問に移ります。 

 日本には、都市部や市街地における公園の設置、管理、運営、利用に関する様々な規定があり

ます。都市公園法は、都市、都市環境を改善し、市民に居住地域でのレクリエーションやアウト

ドア活動の機会を提供するために重要な法律です。地方自治体が、この法律に基づいて、公園を

計画、設置、運営し、市民の生活の質を向上させることが期待されていますが、都市公園法の規

定によれば、住民１人当たりの公園面積は１０平方メートル以上とすることが望ましいとされて

います。 

 一方、現実の住民１人当たりの公園面積は全国平均で１０．７平方メートル、茨城県平均では

９．８平方メートルとありますが、牛久市ではどのくらいでしょうか。そして、私が牛久市で過

ごした幼少期の頃から、牛久に住んでいるにもかかわらず、子供を遊ばせに近隣市町村まで連れ

ていく話はよく耳にするところであり、今でも子育て世代の方々から多数要望があると存じてい

ます。 

 ところで、近年、障害等の有無にかかわらず、楽しむことのできるインクルーシブパークが日

本でも広まりつつあります。インクルーシブパークは、車椅子を使用する人や、移動に制約があ

る人々に対して、バリアフリーなアクセスを提供するとともに、身体的な運動を楽しむエリア、

感覚刺激を提供するエリア、知的な挑戦を促すエリアなどの多様な遊び場、バリエーション豊富

な遊具が設けられており、異なる能力や背景を持つ人々が集まり、コミュニケーションを取り合
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い、社会的な結束を促進し、包括的な社会を推進する効果があるとされています。 

 こうした公園を奥野地区に設ければ、耕作放棄地の解消にもつながり有用と考えますが、イン

クルーシブパーク整備についての見解を伺います。 

○諸橋太一郎 議長 藤木光二建設部次長。 

○藤木光二 建設部次長兼都市計画課長 今年度４月時点における市民１人当たりの都市公園の

面積は約４．２平方メートルとなっており、その他の一般公園を含めますと約６．２平方メート

ルとなっております。 

 次に、御提案のインクルーシブパークの整備につきましては、インクルーシブな公園は、公園

の在り方として、とても大切な考え方の一つであると考えております。 

 しかし、現状として市内にある１４５か所の公園の大半が整備されてから３０年以上経過して

おり、公園内にある遊具をはじめ公園等、トイレ、ベンチなどの様々な施設が老朽化している状

況となっております。 

 そのため、市といたしましては、まずは、今ある公園を市民の皆さんが安全安心して利用でき

るよう、既存施設の修繕や改修等を優先して実施してまいりたいと考えておりますので、御理解

をお願いいたします。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 

○１５番 水梨伸晃 議員 ぜひ、子育て世代としては、本当に新しい公園を望んでいますので、

ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 続きまして、大きな項目２つ目、新市長の政治姿勢についてです。 

 選挙期間中にありました法定ビラでは、市長は「８つのゼロ」を掲げられておりました。その

中の１つ目、「子どもの医療費ゼロ」についての質問です。 

 市長のお考えになっている子供というのは、何歳までを想定しているのか、そして助成の制度、

いつから始めるのかを伺います。 

○諸橋太一郎 議長 石野尚生保健福祉部次長。 

○石野尚生 保健福祉部次長兼医療年金課長 医療費ゼロの対象となる子供とは、１８歳に達す

る日以後の最初の３月３１日までの子を想定しております。 

 また、実施時期については未定ですが、その早期実現に向け取り組んでまいります。 

 なお、詳細につきましては、先ほど市長が藤田議員への答弁で述べたとおりでございます。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 

○１５番 水梨伸晃 議員 では、早期の実現、ぜひお願いしたいと思います。 

 次に、２つ目です。「教育格差ゼロ」について。 

 市長の考えている教育格差というのは、学力の格差なのか、経済的な格差なのか。様々な視点

からの差がありますが、どうお考えなのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 教育格差は、学力の面からの格差、経済的な面からの格差など、様々な
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視点から捉えることができると考えます。 

 牛久市では、１０年以上前から、一人残らず質の高い学びを保障することを掲げ、一人一人の

児童生徒が学校にいるときは幸せでいてほしいと願い、市内全校で、安心と夢中の授業づくり、

学校づくりに取り組んできました。日々の授業の中で、友達と聞き合う関係を大切にしながら学

ぶことで、支え合う、認め合う関係ができています。また、このような関係性の中で、高いレベ

ルの課題を協働して解決する授業づくりに努めています。 

 その結果、令和５年度、中学校３年生、小学校６年生を対象とした全国学力・学習状況調査で

は、国や県の平均を大きく上回る結果が出ております。ただ、結果には、学校間格差が全くない

わけではありません。 

 今後も、各校で行われている授業研修会を継続しながら、授業力の向上に努めてまいります。 

 一方で、この学校間格差を解消するには、学校だけでは限界があると考えています。それは、

貧困やヤングケアラー、ネグレクトや虐待、生活習慣の乱れ等、児童生徒を取り巻く生活環境の

差も大きく影響しているからです。どの子も安心して学べる環境に整えることは、このような教

育機会の格差を軽減することにつながります。 

 そのためには、社会福祉の面からの支援、関係機関との連携、地域の人々の力等、社会総ぐる

みで子供の成長を支えることが必要となります。その一つがコミュニティスクールだと考えてお

ります。これからも地域とともに、子供たちが安心して学べる環境づくりに取り組んでまいりま

す。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 

○１５番 水梨伸晃 議員 教育制度全体にわたる包括的なアプローチが必要であり、資源の均

等な分配、特別なニーズを持つ生徒への支援、教育への平等なアクセスを、さらに考えていただ

き、この質問を終わりにいたします。 

 ３つ目は、「小中学校の給食費ゼロ」についてです。 

 ２０２３年３月に、日本政府は、小中学校の給食費無償化の検討をし、議論を開始しています。

一方、これまで同僚議員の一般質問答弁によれば、本市独自に給食費無償化を行う考えはないと

のことでありました。 

 新市長の下、本市は、日本政府の動向を待ってから進めていくのか、国の政策を待たずして、

牛久市独自の方針で早急に給食費無償化を行うのか、また、その場合の財源、およそ３億円はど

うするのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 吉田茂男教育部長。 

○吉田茂男 教育部長 給食費の無償化につきましては、昨今の物価高騰により、家計が圧迫さ

れる中、子育て世代の家計や心理的負担の軽減という観点からも必要性が高く、子育て支援の充

実や少子化対策に大きく寄与するものであると考えております。 

 午前中、市長より杉森議員にも答弁させていただきましたが、牛久市といたしましては、給食

費の無償化が早期実現できるよう、財源の確保に向け前向きに検討してまいります。 



- ２０２ - 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 

○１５番 水梨伸晃 議員 こちらもぜひ前向きに検討していただきたいと思います。 

 ４つ目です。「市役所の待ち時間ゼロ」についてです。 

 市役所の待ち時間をゼロにするためのシステムを、外部委託にして導入していくのか、牛久市

独自の方針で進めていくのか、外部委託の場合は、事業者選定は既にシステムを導入している他

市、京都市のように公募型プロポーザルにしていくことも含め、どのように検討していくのか、

伺います。 

○諸橋太一郎 議長 二野屏公司経営企画部長。 

○二野屏公司 経営企画部長 本市では、さきに答弁したとおり、本年６月にデジタル化の推進

体制として、デジタル化推進本部の設置をはじめとして、各部署にデジタル化推進リーダー及び

デジタル化推進員を選任し、庁内業務の課題の洗い出しなど、デジタル化に向けて検討に着手し

たところとなります。 

 今後、デジタル化推進本部や関係課において、市役所窓口の待ち時間を短縮するため、先進自

治体などを参考とし、窓口混雑状況の発信や窓口予約システム、書かないワンストップ窓口の導

入や、窓口業務の外部委託などについて、公募型プロポーザル方式も含め、導入するシステムや

事業者の選定方法の検討を行い、業務プロセスの見直しや、行政手続のオンライン化の促進によ

り、手続自体に係る時間の短縮や簡素化など、市民がサービスを利用するに当たり、利便性の向

上が図れるよう取り組んでまいりたいと思います。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 

○１５番 水梨伸晃 議員 こちらも、市役所の待ち時間ゼロですね、市民の方、ぜひ待望して

待っておられると思いますので、前向きに検討していただきたいと思います。 

 ５つ目です。「災害時の逃げ遅れゼロ」について。 

 逃げ遅れの大きな原因は情報の伝達であり、情報発信を素早く行っても、停電であればテレビ

は視聴できない。ラジオは音声のみなので、災害の詳細を把握するのは難しいと思われます。 

 避難所の開設だけでなく、迅速かつ適切な情報の発信や、災害情報を受ける側に対する対応が

重要と考えますが、その点についてどのように考えているのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 小川茂生市民部長。 

○小川茂生 市民部長 当市で実施している災害時の情報伝達方法につきましては、防災行政無

線をはじめとして、防災アプリケーション、防災うしく、ＬＩＮＥ等のＳＮＳ、テレフォンサー

ビス、市ホームページ、広報車、消防団等の様々な伝達手段を用いて、より多くの住民への情報

伝達ができるよう対応しているところでございます。 

 また、消防団女性消防団員が、防災訓練を実施する行政区から依頼を受けた場合は、区民との

交流を図りながら、防災意識を高める活動を行っております。 

 地域防災計画につきましては、防災アプリケーション｛防災うしく｝や、ホームページに掲載

をしており、市民の方がいつでも見ていただけるよう掲載しているところでございます。 
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 一方、地域防災計画は、多岐にわたる項目の記載があり、全てを市民の方に御理解いただくの

は難しい部分もあるかと思います。 

 そこで、市では、いざというときの行動や、日頃からの備え、非常時の連絡手段、避難場所一

覧などを記載した牛久市防災ハンドブックを令和３年５月に作成し、牛久市内全戸に配布を実施

したところでございます。市民の皆様には、このハンドブックをお読みいただき、平時より災害

に備えていただきたいと考えております。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 

○１５番 水梨伸晃 議員 牛久市防災ハンドブック、我が家にも届いておりました。ぜひ、全

戸配布ということだったんですが、まだまだ何か知らない方もいらっしゃるということでしたの

で、ぜひその辺の周知のほうもしっかりと努めていただきたいと思います。 

 ６つ目です。「交通弱者・移動困難者ゼロ」についてです。 

 公共交通の見直しが必要ということでしたが、どのように見直しをしていくのか、お示しくだ

さい。さらに、今話題のライドシェア導入について伺います。ライドシェアは、便益をもたらす

可能性がある一方、地域の特性やニーズに合わせて、適切な戦略と規制を検討することが重要だ

と思いますが、市長の考えをお伺いいたします。 

○諸橋太一郎 議長 二野屏公司経営企画部長。 

○二野屏公司 経営企画部長 最初に、かっぱ号やうしタクの現況についてでありますが、かっ

ぱ号においては、令和４年度の年間利用者数は２４万９，５７２人となっており、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大前となる平成３０年度の利用者数２９万８，０００人の８３．７％まで

利用が回復いたしました。 

 また、バス１便当たりの利用者数も、令和５年度の４月から８月までの５か月間で９．１人と

なっており、平成３０年度の１１．３人に対して８０．５％まで回復しております。 

 うしタクにつきましては、運行を開始しました令和２年度は、１０月からの６か月間で２，１

０２人であった利用者数は、令和４年度は７，０６７人、令和５年度は４月から８月までの５か

月間で３，５６９人、年換算で８，５００人のペースとなっており、順調に利用者数を増やして

おります。 

 公共交通の運行に関しては、かっぱ号の、ひたち野うしく駅へ向かうルート新設や運行時間拡

大の要望や、うしタクの増車や運行時間拡大の要望が寄せられている中、猶予されておりました

バス・タクシー運転士に対する働き方関連法の適用が、令和６年４月に開始され、今後は、運送

業界の人手不足がさらに深刻な状況となることが見込まれております。 

 このような状況下ではありますが、これまでの要望事項や利用状況などを鑑み、あらゆる視点

から、でき得る限りサービスの向上が図れるよう見直しを行ってまいります。 

 次に、ライドシェアにつきましては、現行の法規制の下では速やかな実施は難しい状況とはな

りますが、先ほど申し上げました運転士不足などの課題を解決するためには、大変有効な手段と

なりますので、国の規制緩和などの動向を注視してまいりたいと思います。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 
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○１５番 水梨伸晃 議員 ライドシェアにつきまして、大変有効な手段となりますということ

ですので、国の規制緩和がありましたら、ぜひ牛久市でも素早く導入していただきたいと思いま

す。 

 ７つ目です。「介護待機者ゼロ」についてです。 

 レスパイトケアの充実を図るとありましたが、牛久市独自でレスパイトケア事業補助金を考え

ているのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 宮本史朗保健福祉部次長。 

○宮本史朗 保健福祉部次長兼高齢福祉課長 介護が必要となった状態であっても、在宅で家族

一緒に安心した生活を送るためには、周りからの様々な支援が必要となります。 

 介護保険制度におけるレスパイトケアに該当するサービスは、ショートステイ、デイサービス、

ホームヘルプサービス等の在宅サービスで、介護する側の休息やリフレッシュを目的に活用でき、

多くの方が利用されています。 

 特別養護老人ホームの待機者は、県調査の速報値で、令和５年４月１日現在９６人であり、入

所までの間、少しでもストレスを軽減し、快適な在宅生活を送れるよう、ケアマネジャーを中心

として、複合的にサービスを組み込んでいる状況です。 

 現在、市で行うレスパイトケアは、介護保険サービスを活用したもののみですが、家族がサー

ビス利用を前向きに捉えて活用していただけるよう働きかけるとともに、他の自治体の動向も注

視しながら、介護保険サービス以外の支援も含め調査研究してまいります。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 

○１５番 水梨伸晃 議員 レスパイトケアですが、大変家族で本当に苦しみながらでも、介護

サービスを待ち望んでいる方は本当にたくさんいらっしゃいますので、ぜひその辺も含めて考え

ていただきたいと思います。 

 ８つ目です。「牛久シャトーやエスカード牛久ビルの空きテナントゼロ」についてです。 

 空きテナントの解消に向けた今後の市政運営について、分かりやすく見解を伺います。 

○諸橋太一郎 議長 沼田和利市長。 

○沼田和利 市長 質問にお答えいたします。 

 本年５月、経済産業省が発表した令和４年の工場立地動向調査において、茨城県は、工場立地

面積と県外企業立地件数がともに全国１位となりました。この要因といたしましては、茨城県で

は、本社機能誘致に力を入れ、首都圏に近い優位性や、本社機能移転に対する補助金など、独自

の優遇制度をアピールしてきた結果が、企業誘致につながったものと分析しております。 

 また、この調査結果における大変興味深い内容の一つとして、首都圏企業の移転先の１位も茨

城県であり、さらには茨城県内の立地を地域別に見てみると、県西地域が２５件、県南地域が１

８件で、両地域で全体の７２％を占める結果となっております。これらの現状と今後予定されて

おります茨城県や埼玉県、千葉県などを環状に結ぶ首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の４車線

化による利便性の向上などにより、茨城県では、今後も圏央道沿線地域を中心とした需要がある

との見込みを立てているところであります。 



- ２０５ - 

 これらの内容は、工場立地動向調査の結果とはなりますが、茨城県が全国の企業に茨城を売り

込み、多くの企業が茨城に注目をしているということであるものと認識しており、こうした牛久

市を取り巻く状況や、茨城県の動向に歩調を合わせることで、様々な企業、事業者に対し、茨城

県の中でも、牛久として目を向けさせることも十分に可能であり、そうした取組を積極的に進め

ることで、エスカード牛久ビルの空き床の解消や、牛久シャトーへのにぎわい創出、さらには牛

久市の発展へとつなげていくことができるものと考えております。 

 特に、企業誘致の取組にはトップの行動力、やる気が重要だという意見や、地域として受け入

れる姿勢が大切だといった意見が多くございます。茨城県と連携し、多くの情報を得ることはも

とより、自ら牛久を売り込む営業マンの一人として積極的に牛久を売り込み、牛久市への注目度

を高める取組を進めてまいりたいと考えております。 

 また、この牛久を売り込む取組は、多くの方々にも御協力をいただきたいと考えており、特に、

日頃から様々な方々と話す機会の多い議員の皆様にも、牛久を売り込む営業マンの一人として御

協力をいただければ、牛久市がさらに多くの方々の耳目に触れ、チャンスを得ることにつながる

ものと考えております。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 

○１５番 水梨伸晃 議員 市長、御答弁ありがとうございます。私も民間企業で働いている際、

営業マンとして優秀な成績を残した実績もあります。牛久市のために身を粉にして取り組んでい

きます。 

 次に、大きな項目２の２、市職員の配置転換についてです。 

 さきの市長選挙中におきまして、当時、市職員の適材適所を見いだし、意欲向上を図るという

ことをおっしゃっていましたが、実際にどのようにコミュニケーションを図るのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 飯野喜行総務部長。 

○飯野喜行 総務部長 お答えします。 

 市の人材育成基本方針に定めております任用制度の在り方では、異動に当たりまして、適性や

意欲を尊重した人事配置の実現による、潜在能力の開発と活用を進めることとしております。人

事異動については、職員の潜在能力を開発するとともに、開発された能力を活用するための場を

提供する機会として捉えております。 

 新規採用後には様々な職場を経験させることで、基礎能力の養成と自身の適性や特性を見いだ

し、その後のキャリア形成において、可能な限り本人の特性や意欲を尊重の上、人事配置を行っ

てまいります。 

 特に、人事配置を行う上で、職員とのコミュニケーションを図ることは重要であると考えてお

ります。各事業の決裁や説明の機会におきまして、管理職や担当職員と、業務内容に関するもの

ばかりでなく、職場や職場環境や職務に対する意欲、考え方の把握をするため、可能な限り職員

とのコミュニケーションの機会を増やしていきたいと考えております。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 
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○１５番 水梨伸晃 議員 市、またはその職員の混乱が起きないように、担当課とともに、適

材適所を見いだし、さらなる牛久市の効率化を望み、最後の質問になります。 

 市長は、時代に合わせて条例もアップデートしていくとおっしゃっていました。近隣自治体で

は、人口増加率全国１位にもなったつくば市の市長も、４年ごとにもらえる退職金を２２年に条

例改正をしたと聞いております。 

 ずばり、お伺いいたします。市長、退職金を実質ゼロにする、または減額するおつもりはない

でしょうか。 

○諸橋太一郎 議長 滝本 仁市長公室長。 

○滝本 仁 市長公室長 市長の退職手当につきましては、県内全市町村で構成する茨城県市町

村総合事務組合で共同処理がなされており、その総合事務組合で定める条例に基づき支払われて

おります。 

 退職金の廃止や減額により、新たな財源を生み出すのではなく、ふるさと納税、ネーミングラ

イツなどによる収入の確保、事業の見直しによる財源により、目の前にある課題を克服し、魅力

で特色のあるまちづくりを進めることが最優先と考えております。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 水梨伸晃議員。 

○１５番 水梨伸晃 議員 ありがとうございます。これまでの一般質問でも多くの同僚議員が

同じ質問をしているということを鑑み、多くの市民の期待に応えられるよう、そして、大きな期

待の裏には不安や不満もあることを忘れないように、しっかりと牛久市政を、市長をリーダーと

した牛久市職員、そして、先ほど市長自らの答弁でもありました、我々牛久市議会議員とともに、

良い牛久市へと進めていきましょうとおっしゃいました。会派日本維新の会の代表へとバトンを

渡し、私の一般質問を終わらせていただきます。 

○諸橋太一郎 議長 以上で１５番水梨伸晃議員の一般質問は終わりました。 

 ここで暫時休憩といたします。再開は１５時３５分といたします。 

午後３時２５分休憩 

――――――――――――――――――――――――― 

午後３時３５分開議 

○諸橋太一郎 議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 日程第１、一般質問を継続いたします。 

 次に、１６番伊藤裕一議員。 

      〔１６番伊藤裕一議員登壇〕 

○１６番 伊藤裕一 議員 本日最後の質問となりました会派日本維新の会代表の伊藤裕一でご

ざいます。 

 沼田市長におかれましては、御就任おめでとうございます。今回の市長選挙では、各候補が、

子供の医療費自己負担分の無償化、給食費の無償化等の同じ内容の公約を掲げていたことから、

市長の支持者のみならず、幅広い市民にこれらの政策の早期実現を望む声があるものと推察をし
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ます。 

 私自身、今定例会の同僚議員の一般質問を聞いておりますと、給食費の無償化等、今まで何人

もの議員が再三再四にわたり質問を繰り返してきたものの、国の動向を注視したい、検討を重ね

てまいりたいといった答弁が繰り返されてきたテーマが、すぐ実現とはいかないものの、動き始

めているのを感じているところであり、是々非々で賛同できる政策テーマについては、後押しを

してまいりたいと思うところであります。 

 個々の政策テーマについては、同僚議員より質問があったところでもございますので、私から

は、大きな１点目の質問で、いかにそれらの政策を実現するかという観点から質問をさせていた

だきます。 

 １点目の公約の諸計画への反映について。 

 市の最上位計画である牛久市第４次総合計画は、基本構想の計画期間は２０２１年度から２０

４０年度までの２０年間でありますが、２０２１年度から始まった第１期基本計画は、２０２４

年度までの４年間を計画期間としております。 

 これは、基本計画の期間を首長の任期と同じ４年間とした見直しの成果でありますが、再来年

度からの新たな第２期基本計画の策定が、新市長の下で可能になるのであります。 

 市長は、所信表明で、公約を各部が所管する計画に盛り込んでいきたいとの考えを表明しまし

たが、改めて、公約を牛久市第４次総合計画第２期基本計画をはじめとした諸計画へ反映するお

考えについて伺います。 

 さらに、以前、総務常任委員会視察で訪れたことのある兵庫県伊丹市では、選挙の際の候補者

のマニフェストとは別に、行政としての市長マニフェストを作成し、その達成状況を検証してお

ります。また、近隣のつくば市でも、市長公約事業のロードマップと題する同様の取組を行って

いるそうです。 

 いかに市長選に候補するような方であっても、行政と政治家の事務所とでは、スタッフ、知識、

資金の差は歴然としているのが現実であり、つくば市のロードマップを拝見しても、さすが行政

のプロが見ているだけあって、よくできているという印象を持ちました。 

 情報発信並びに政策検証の観点から、本市においても、行政としての市長マニフェストを作成

してはと考えますが、見解を伺います。 

○諸橋太一郎 議長 沼田和利市長。 

○沼田和利 市長 公約の諸計画への反映につきましては、庁内各部において所管するそれぞれ

の計画に具体的施策事業を盛り込んでいくことといたします。それぞれに計画期間が異なるため、

一度に全ての計画の改定を実施することは困難でありますが、市の最上位計画である総合計画に

おいては、早速、改定の協議を進め、次年度に予定される改定作業にて既存事業の見直しも含め、

今般掲げさせていただきました政策を反映し、具体的事業に取り組めるよう進めてまいります。 

 また、市長マニフェストにつきましては、個別に作成することは予定しておりませんが、先ほ

ど申し上げましたとおり、公約につきましては、庁内各計画に明確に反映し、市の政策として、

その進行管理を実施してまいります。 
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○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 続きまして、所信表明中に述べられましたとおり、公約に掲げられ

た項目については、実現可能なものから、令和６年度当初予算に盛り込まれていくものと思われ

ます。 

 しかしながら、令和６年度当初予算が審議されるまで５か月間の期間があります。本年５月に

就任し、予算の一部執行停止をした奈良県の山下知事、あるいは牛久二小への保育園設置に際し

て、動線上の問題があるとする意見を受け、事業を中止した８年前の根本当時の市長のように、

政策を早期実現するために、予算の執行停止を行う考えはあるか、伺います。 

 また、今定例会に議案第５９号、牛久市一般会計補正予算（第４号）が提出されているものの、

スケジュール的に新市長の政策を反映したものではないと思われることから、今後、来年３月の

定例会より前に、新たに市長の政策を盛り込んだ補正予算を提出するお考えはあるか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 糸賀 修経営企画部次長。 

○糸賀 修 経営企画部次長兼財政課長 当初予算につきましては、議員も御承知のとおり、予

算要求に対するヒアリング、査定、補助金等適正化委員会、予算編成会議を経て、庁議により予

算案を決定し、市議会に上程しており、上程後は予算常任委員会におきまして御審議いただき、

市議会の議決を賜り、年間予算として定めているものでございます。 

 また、予算成立後におきまして、物価高騰、災害の発生、国の補正予算などにより、さらに、

予算の必要性が生じた場合には補正予算を編成しており、今般の議会におきましても、補正予算

を上程しているところでありますので、令和５年度における事業を推し進める上で必要のない予

算計上は行っていないことから、政策実現のために予算の執行停止を行うことは考えてはござい

ません。 

 今後、政策実現のために必要な予算が生じるときには、これまでと同様に、当初予算、補正予

算の編成により対応してまいりたいと考えております。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 一般的に、予算の執行停止は、前首長と新首長との対立構造の中で

なされることが多いものでもあります。今回そのような状況にはございません。執行停止の予定

がないということは理解いたしました。 

 一方、補正予算については必要に応じてということでありますが、現在のところ本年１２月の

第４回定例会で提出の予定はあるか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 糸賀 修経営企画部次長。 

○糸賀 修 経営企画部次長兼財政課長 政策実現のための予算を、１２月補正予算において計

上するのかとの再度の御質問でございますけれども、１２月補正につきましては、現在、各課か

ら予算要求を行っている段階となっておりまして、予算要求の内容については、まだ内容を確認

しておりませんし、また検討も行ってはおりません。 

 先ほども申し上げましたが、政策実現のために必要な予算が生じるときには、１２月補正の予

算で編成して対応してまいりたいと考えてございます。 
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 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 続きまして、人事権についての質問です。 

 市長が持つ大きな権限の一つとして、職員を指揮監督する人事権があります。先日の一般質問

答弁で、適材適所というお話もありましたが、各職員を適切に配置していくことで、政策の実現

がしやすくなります。 

 一方、聞くところによれば、ある自治体では、かつて首長が、各職員の当該首長に対する支持

度合いが示されたリストを持っていたとの話もあります。 

 リーダーの在り方として、このような行き過ぎたトップダウンは不適切でありますが、選挙で

民意を受けた首長の政策に対し、職員が殊さらにできない理由を挙げて実行を遅延させるような

過度なボトムアップ型もあってはならないと考えます。 

 そこで、管理職を中心に、各職員の能力や適性等を勘案した適正配置に、市長も一定の関与を

していくことが必要と考えますが、人事権行使に当たっての考えを伺います。 

 また、牛久市男女共同参画推進基本計画実施計画によれば、令和３年４月現在、市の一般行政

管理職職員に占める女性管理職の比率は２２．３％であり、３０％に達しておらず、継続して女

性の管理職登用を目指すべきとしています。 

 また、立場が人を育てるといいますが、若手職員を、今後設置が見込まれるプロジェクトチー

ム等の管理職に積極的に登用し、人材育成や新たな視点を取り入れることを目指すべきと考えま

す。そこで、女性、若手の管理職登用の考えについて伺います。 

 さらに、同僚議員の質問とも重なりますが、前々市政下における新規採用抑制等の理由により、

職員数の不足や年齢層の偏りが生じています。職員の採用の方針についてはどのようにお考えで

しょうか。 

○諸橋太一郎 議長 飯野喜行総務部長。 

○飯野喜行 総務部長 お答えします。 

 職員の人事配置を行うに当たりましては、職員とのコミュニケーションを積極的に図り、可能

な限り、職場の状況の把握と職員の声に耳を傾けることに注力したいと考えております。 

 職員から各事業の決裁や説明を受ける機会などを利用することで、管理職や担当職員と業務の

内容はもちろん、職場環境や職務に対する意欲、考え方を聞くとともに、毎年実施している自己

申告書により、異動希望やスキルアップのための研修、現在の職場における相談事項などの把握

に努め、人事配置を考えてまいります。 

 また、昇任昇格に関しましても、年齢や性別に関係なく、能力のある人材の登用を積極的に進

めてまいります。 

 さらに、採用計画の方針ですが、年齢構成の偏りの是正を最優先課題として掲げ、長期的、継

続的な視点で計画的な採用を実施し、また採用試験に当たりましては、今年度取り入れました公

務員試験対策の必要がないＳＰＩ試験、中途採用の実施など、十分な賃金と優秀な人材の確保に

努めてまいりたいと思います。 
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 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 そうですね。配置についての考えを今るる述べていただきました。

それらの配置に、市長も関わるのかということについて再確認をしたいと思います。 

 また、昨日、本日と同僚議員の一般質問中にもありました、令和１０年度職員数４３０人を目

指すという答弁もあったと思います。一方、市長答弁では、適材適所、あるいは退職者の補充を

していきたいとの答弁もございました。職員数４３０人という目標は維持するのか、改めて確認

をいたします。 

○諸橋太一郎 議長 飯野喜行総務部長。 

○飯野喜行 総務部長 人員配置につきましては、市長が関わるかということでありますけれど

も、当然トップの判断が必要になりますから、人員配置については、市長の考えを十分に伺いな

がら決定をしていくということになります。 

 また、職員数４３０人という数字につきましては、採用計画にも掲げている必要数であります

ので、職員の適材適所への配置や退職者分の補充と並行して、採用を進めてまいりたいと考えて

おります。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 続きまして、市長は公約や所信表明で、縦割り行政の打破、組織縦

断型のプロジェクトチームをつくると表明をされました。縦割り行政の打破は大いに賛同すると

ころであり、例えば、この後の一般質問テーマでもあるＤＸの推進、あるいは「脱ハンコ」のよ

うな、市政全般に関わるテーマ、またはエスカード牛久、牛久シャトー再生のような重要課題へ

の対応に当たり、こうしたプロジェクトチームは有効であると考えます。 

 そこで、どのような分野でプロジェクトチームの設置を考えているのか、伺います。 

○諸橋太一郎 議長 飯野喜行総務部長。 

○飯野喜行 総務部長 市民の皆様からの御意見、御要望への対応や、特に強力に推し進めたい

と考える情報発信の強化、あるいはストレスのない行政サービスの提供、各種サービスの見直し

などの施策について、速やかに課題を調査し、解決するための市長直轄のプロジェクトチームを

創設いたします。 

 縦割り行政と批判の多い市の業務を、部局間での連携を強化しながら、よりスピーディーに処

理することを目指してまいりたいと考えております。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 続いて、ＤＸ化につきまして、ある程度パターンが決まった定型的

な業務、例えばデータ入力、集計、通知、案内といった仕事は、デジタル化に向く分野とされて

おり、ＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オートメーション）というこれらの定型的な仕事を行

うためのソフトウエアが多数存在するそうです。 
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 総務省のＤＸ推進に係る組織体制についてと題する資料によれば、自治体ＤＸの取組は、極め

て多くの業務に関係する取組を短期間で行おうとするものであることから、首長の強いコミット

メント、全庁的、横断的な推進体制、あるいは外部専門人材を含め、専門家の登用等が必要であ

るとしています。 

 本市においても、デジタル推進課を設置し、ＤＸ化を推進しているものと承知していますが、

ＤＸ化の推進体制並びにどの分野で優先してＤＸ化を考えているのかについて伺います。 

○諸橋太一郎 議長 糸賀 修経営企画部次長。 

○糸賀 修 経営企画部次長兼財政課長 本市のデジタル化に向けた取組といたしましては、さ

きに答弁したとおり、専属部署として、令和４年７月にデジタル推進課を立ち上げ、同年９月に

デジタル化を推し進めるため、牛久市デジタル化推進ガイドラインを策定いたしました。 

 また、本年６月には、デジタル化の推進体制といたしまして、デジタル化推進本部の設置をは

じめとして、各部署にデジタル化推進リーダー及びデジタル化推進員を選任し、庁内業務の課題

の洗い出しなど、デジタル化に向けて検討に着手したところでございます。 

 今後、窓口業務のデジタル化や行政手続のオンライン化の促進により、窓口での待ち時間短縮

や行政手続の簡素化など、市民サービスの利便性を向上させるとともに、デジタル技術やＡＩ等

の活用による業務の効率化を図り、限られた人的資源を最大限に活用できる環境を整え、行政

サービスをさらなる向上につなげられるよう取り組んでまいります。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 ＤＸ化は、対人業務や政策の企画立案など、職員にしかできないこ

とに集中してもらうことが大きな目的だと思います。私は、市長もまた市長にしかできないこと

に集中するべきと考えています。 

 市長しかできないことの一つが、市の代表として人と会うということです。先ほども市長自ら

トップセールスを行い、牛久市のＰＲをしたいと答弁がありました。改めてトップセールスの方

針を伺います。 

 さらに、平成の大合併をしなかった本市にとって、広域連携を行い、スケールメリットによる

経費節減に努めることは重要であり、例えばごみ処理のような分野で、今後調整が必要になって

くるものと見込まれます。 

 さらに、観光振興についても、牛久市単体で取り組むのではなく、周辺自治体と連携すること

で、魅力的なプランが生まれてくると思われます。そこで、他市町村との連携について伺います。

さらに、財源確保という点から、国・県とのパイプを密にして、積極的に要望活動に出向くこと

も重要と考えますが、所見を伺います。そして、日頃から牛久市の経済を支えてくれている企業

と関係を築くことが重要と考えます。 

 関係構築に当たっては、商工会のみと連携していればいいというものでもありません。かつて

オエノンホールディングス、あるいはイズミヤともう少し関係を築いて、早めに撤退の情報を得

られなかったのかという声をいただいたこともあります。あるいは、企業にまちのためになるこ

とに協力してもらうということも考えられましょう。 
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 他市では、市長が企業訪問をして、その結果をホームページで公表している例もあるそうでご

ざいます。こうした方法も含め、市内企業と幅広く連携していくお考えについて伺います。 

○諸橋太一郎 議長 稲葉健一市長公室次長。 

○稲葉健一 市長公室次長兼秘書課長 お答えいたします。 

 トップセールスにつきましては、牛久市をＰＲする上でも、国や県、近隣市町村や民間企業と

の強固なつながり、そして、良好な関係を構築する上でも非常に重要な手段であると考えており

ます。 

 現在、近隣市町村はもとより、県外の自治体とも様々な分野で交流連携をしております。防災、

災害対応につきましては、発災時の人的支援や支援物資、避難場所などについて、相互応援協定

等を締結しており、市民の皆様の安心した生活に寄与しております。 

 また、神谷傳兵衛のふるさとである愛知県西尾市とは、没後１００年である令和４年度に、西

尾市の特産品を使用した発泡酒を造ることとなり、観光庁補助金を活用し、西尾の抹茶入りの発

泡酒「香竄（こうざん）物語」をワイン文化日本遺産協議会と牛久シャトー株式会社が共同開発

し、商品化、販売を開始いたしました。これは、両市の良好な関係があるからこその結果であり、

親好の重要さを感じております。 

 また、国や県との関係におきましては、これまでも学校施設整備の予算確保や中心市街地の活

性化、物価高騰による市民生活の負担の軽減を図るため、特別交付税での措置の拡大などについ

て、国・県に要望を行ってまいりました。 

 これまでの国・県との関係に加え、沼田市長が今まで積み上げてきた国とのネットワークや、

県との強固な連携をもって、引き続き要望活動を行うとともに、今後さらなる関係性の強化を図

りたいと考えております。 

 民間企業との連携につきましては、現在、健康、地域活性化、災害対応等様々な分野で協定を

締結するなど、連携を図っております。フレンドリータウンに関する協定の締結をしている鹿島

アントラーズ、茨城ロボッツ、茨城アストロプラネッツ、それぞれのプロスポーツ団体とは、市

民デーを通じて市をＰＲする機会の提供など、関係を強化してきております。 

 また、商工会とは、現在も創業支援事業やハートフルクーポン券事業などを連携し、行ってお

りますが、今後も商工会を媒介として、事業者との関係を築きつつ、市全体のさらなる商工業活

性化につなげてまいりたいと思います。 

 市長自身が、広告塔となりトップセールスを行うことは、市の魅力を発信する上で非常に有効

な手段でありますので、今後とも市内外で行われる様々なイベントでのプロモーションや、企業

等との交渉の場面において、市長自らが先頭に立ってＰＲする機会をつくってまいりたいと考え

ております。 

 また、近隣市町村や民間企業との連携につきましては、将来を見据えた行政運営や、安定的に

住民サービスを提供する上で不可欠であると考えますので、沼田市長がこれまで培った人的ネッ

トワークにより、近隣市町村との広域連携や民間企業との協働によるまちづくりを進めると同時

に、国や県とも、これまで以上に連携を強化してまいりたいと考えております。 
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 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 大きな１点目、最後の質問は、入札制度についてです。 

 かつてのように、選挙結果によって市内業者と市との契約機会が左右されたとの疑念を生じさ

せないためにも、不断の見直しを行いながら、公平公正な入札制度を構築していくことが必要と

考えます。 

 本市ホームページを見ると、牛久市の契約制度変遷と題して、平成６年の一般競争入札の試行

から始まるこれまでの契約制度改正の流れが記されています。これら公平公正な入札制度とする

ための制度改正の取組について、重要なポイントを抜粋しながら御説明いただければと思います。 

 また、契約制度を考えるに当たっては、品質保持は前提として、地元業者の受注機会確保、そ

して、価格面での競争性確保のバランスを取ることが重要と考えますが、これら品質保持、地元

業者、価格の３要素のバランスについてはどのようにお考えでしょうか。 

 さらに、本市は入札に当たり、工事予算の上限である予定価格の事前公表制を取っております

が、事前公表制には、職員に対する予定価格を探る行為などの不正行為防止が可能となるという

メリットがある一方、予定価格が目安となって競争が制限され、落札価格が高止まりになること、 

建設業者の見積り努力を損なわせること、入札談合が容易に行われる可能性があること等のデメ

リットも指摘されており、近年、予定価格の事前公表制を取りやめ、事後公表制へと変更する自

治体が登場しているとのことです。 

 そこで、本市は、予定価格の事後公表制を検討するお考えはあるか、伺います。さらに、その

他契約制度に関し、予定している変更点があればお示しください。 

○諸橋太一郎 議長 飯野喜行総務部長。 

○飯野喜行 総務部長 牛久市の入札契約制度につきましては、これまでも国の公共工事の入札

及び契約の適正化の促進に関する法律、公共工事の品質確保の促進に関する法律等々の改正が行

われるたびに、その都度見直しを行っているところです。 

 平成３０年度には、ダンピング対策の強化として最低制限価格制度を導入しまして、また、適

切な契約変更実施のための設計変更ガイドライン実施要領を制定いたしました。令和４年度には、

工事成績評定において、市独自の基準から国・県の基準に合わせるため、工事成績評定制度の改

正を行い、令和５年度には、建設業法施行令の改正に伴いまして、工事下請契約の請負代金の下

限を４，０００万円から４，５００万円に引き上げるなど、適宜、入札契約制度の見直しを行っ

ております。 

 また、契約額、地元業者、品質確保のバランスについてどう考えるかという御質問がございま

したが、建設工事等の発注に際しましては、適正な積算による予定価格の設定や、公正な入札制

度等によって品質確保を図り、それらを担保とした上で、地場産業の育成、地域経済の活性化に

寄与すべく、地元業者が多くの受注機会を得られるよう努めているところです。現在、牛久市の

競争入札における予定価格の公表は、事前に公表するものとなっております。 

 令和３年度時点の茨城県内市町村におきましては、予定価格を事前公表としている市町村が２
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４市町村で５４．５５％、事後公表が５市町村で１１．３６％、残る１５市町村につきましては、

併用や非公表となっております。予定価格を事前に公表することは、情報公開に資することや、

職員に対する予定価格を探るなどの不正行為防止につながるといったメリットがあるとされてい

る一方で、積算能力が不十分な業者でも、事前に公表された予定価格を参考にして受注すること

ができてしまうといったデメリットもありまして、また、議員御指摘のとおり、落札率高止まり

の要因としても上げられているのが現状であります。 

 今後、予定価格の公表につきましても、周辺自治体の動向を踏まえながら、引き続き、牛久市

に適した形を検討してまいりたいと思います。 

 最後に、近年の入札契約制度の改正点ですが、令和４年度より、競争入札参加資格審査申請に

ついて、業者の負担軽減や業務の簡素化を図るため、茨城県との共同利用による茨城県入札参加

資格電子申請システムを導入いたしました。 

 今後は、電子入札制度の早期導入に向けて調査検討を行いまして、競争性、公平性、そして透

明性を常に意識した厳格な入札契約制度の運用に努めてまいりたいと思います。 

 以上です。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 大きな２点目の質問は、牛久シャトーの施設貸出しについてです。 

 さきの牛久市長選挙の際、牛久シャトーの旧ビアレストラン施設が、当時の市長候補の選挙事

務所として貸し出されました。 

 当該施設貸出し契約はどのような手続でなされたと把握しているのか、また、牛久シャトー株

式会社から市に対しての事前協議など、何らかの形で市は関与しているのか。さらに関与してい

るのであれば、市から牛久シャトー株式会社にどのような回答を行ったのかについて伺います。 

○諸橋太一郎 議長 糸賀 修経営企画部次長。 

○糸賀 修 経営企画部次長兼財政課長 今回の旧テラス・ドゥ・オエノンの賃貸借は、個人か

ら牛久シャトー株式会社に対する賃借の申入れがなされたもので、牛久市といたしましては、民

間企業と当該個人との間における商取引であるものと承知をしてございます。 

 その際の手続といたしまして、旧テラス・ドゥ・オエノンを使用するに当たっての建物及び敷

地に係る賃貸借契約と、出陣式の開催に伴いますバーベキューガーデンの一時利用契約が締結さ

れております。 

 市への事前協議ということでございますけれども、当該選挙事務所の開設に際し、７月１１日

に、牛久シャトー株式会社より同社と牛久市との賃貸借契約に基づき、施設の転貸に係る申入れ

がなされてございます。 

 市の関与ということでございますが、当該選挙事務所が開設された旧テラス・ドゥ・オエノン

は、日本遺産を維持する上で必要な財源を確保するための附帯施設の一つであり、牛久シャトー

株式会社が管理する中では、転貸し、賃料を得ることも前提とした施設として運営を行っており

ます。 

 今回の申入れに対し、本市といたしましては、市と牛久シャトー株式会社との賃貸借契約上、
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選挙事務所としての利用を制限する条文がないこと、その他の法律に照らし合わせても違法性が

ないこと、また、既に予定されている他の利用に影響が生じないこと、そして、牛久シャトーで

は、過去にも政治団体等による利用がなされてきたということなどを踏まえ、本転貸を否定する

ものではないとの回答を行ってございます。 

 また、併せて当該個人と牛久シャトー株式会社との間で適切に契約書を交わすこと、適切な価

格にて契約を交わすことを牛久シャトー株式会社に伝達してございます。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 御答弁いただきましたとおり、牛久シャトーは、これまで、会合等

で１日のみ政治関係者に貸し出されることはありましたが、複数日、しかも、選挙事務所として

貸し出されたのは初めてのことと承知をしており、国指定文化財であり、日本遺産でもある牛久

シャトーの利用法として、市民の中に疑問を呈する声もあるようです。 

 そこで、本件契約について市の所感を伺います。 

○諸橋太一郎 議長 糸賀 修経営企画部次長。 

○糸賀 修 経営企画部次長兼財政課長 旧テラス・ドゥ・オエノンは、さきの答弁でも申し上

げましたとおり、日本遺産を将来にわたって維持していくために必要な財源を確保するための附

帯施設の一つであり、これまで転貸による運営も前提としてきた施設となります。 

 また、牛久市と牛久シャトー株式会社との賃貸借契約上、牛久シャトーの管理運営主体は牛久

シャトー株式会社となっており、牛久シャトー株式会社から第三者への転貸はあらかじめ認めら

れております。 

 したがいまして、転貸や一時利用の許可等は、当該契約に反しない限り、同社が独自に判断を

行うことができるものであり、さらに、今回の転貸借に関しては違法性はなく、当該転貸行為に

問題はないものと判断してございます。 

 なお、この見解につきましては、既に顧問弁護士との相談、確認を行っております。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 先ほど、本件賃貸借契約に対して疑問を呈する声があると述べまし

たが、私は、本件契約は基準に沿ってなされたものであるのかどうかがポイントであると考えま

す。 

 政治関係者には、今回の契約者のみにしかシャトーの施設を貸さないというのであれば問題で

ありますが、一定の基準に適合する政治関係者全てに契約の機会があるなら、公平性は担保され

ているといえましょう。 

 そこで、牛久シャトーの貸出しに際し、明確な基準はあるのか、ないとするならば基準を明確

化するよう、市から牛久シャトー株式会社に助言するべきであると考えますが、いかがでしょう

か。 

○諸橋太一郎 議長 糸賀 修経営企画部次長。 

○糸賀 修 経営企画部次長兼財政課長 牛久シャトー株式会社が転貸や一時利用を認める際の

対象業種につきましては、牛久市と牛久シャトー株式会社との間での賃貸借契約により定めてお
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ります。 

 当該賃貸借契約では、牛久シャトー株式会社が広く経済活動を行えるよう、風俗営業等の規制

及び業務の適正化に関する法律第２条第１項及び第２条第５項に規定する業務を行う事業者や暴

力団及び公序良俗に反する団体等を除いては、事業者を限定するなどの規定は設けてはおりませ

ん。 

 次に、貸出しの金額面につきましては、牛久シャトー株式会社の内規にて規定がされており、

この内規では、貸出し時の定価が定められ、この定価を基に、賃借を希望する事業者との交渉を

行っております。 

 金額等につきましては、特に、テレビや映画の撮影を行う事業者に対し、事前に公表すること

で、交渉に不利益を与える可能性があるとの観点から、公開は行ってございません。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 

○１６番 伊藤裕一 議員 御答弁いただきました金額等については、私も公開するということ

は求めておりません。 

 また、貸出し基準については、反社会的な団体を除き、幅広く貸出しが認められていると理解

をいたしました。 

 この牛久市議会は多様性あふれる議会でありますから、国政政党公認で市議選に出馬した議員

だけを見ましても、自民党、公明党、日本共産党、日本維新の会、れいわ新選組、立憲民主党と、

多くの政党所属議員がいらっしゃいます。 

 再来年の県知事選と同時開催見込みの県議選補選、３年後の県議選本選と、今後も本市を選挙

区とする選挙が予定されており、あるいは年内解散かとの報道もある衆議院選もございます。こ

れらの政党の中には、選挙事務所として使いたいという希望も出てくるかもしれません。場合に

よっては、政治家女子４８党、参政党といった本市議会には、いまだ議席を有しない政党が選挙

事務所として使いたい、あるいは政治団体が選挙事務所として使いたいという希望をするという

可能性もゼロではありません。 

 様々な主張をそれらの団体はされているところではありますが、そこは差別なく公平に施設の

空き状況等が許せば、貸出しを市としては止めないということでよろしいでしょうか。 

○諸橋太一郎 議長 糸賀 修経営企画部次長。 

○糸賀 修 経営企画部次長兼財政課長 これまでの御答弁でも申し上げましたとおり、牛久市

と牛久シャトー株式会社との賃貸借契約上、牛久シャトー株式会社から第三者への転貸はあらか

じめ認めているものでございまして、基本的に同社が独自に判断を行うものとなります。 

 牛久シャトー株式会社では、貸出し賃料、期間、その他の条件や他の利用への影響が生じない

かなどを勘案し、転貸について決定を行っておりますが、この考えについて現時点におきまして

は特段変更ないものと認識してございます。 

 また、牛久市といたしましても、これまで申し上げましたとおり、賃貸借契約及び関係法令に

抵触するものでなければ、特段否定する要件には至らないものと考えてございます。 

○諸橋太一郎 議長 伊藤裕一議員。 
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○１６番 伊藤裕一 議員 以上をもちまして一般質問を終了いたします。 

○諸橋太一郎 議長 以上で１６番伊藤裕一議員の一般質問は終わりました。 

 本日の一般質問はこれで打ち切ります。 

 次に、日程第２、休会の件を議題といたします。 

         ――――――――――――○―――――――――――― 

 休会の件 

 

○諸橋太一郎 議長 お諮りいたします。明日１４日及び１５日は、土日のため休会といたした

いと思います。これに御異議ありませんか。 

      〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○諸橋太一郎 議長 御異議なしと認めます。よって、明日１４日及び１５日は休会とすること

に決定いたしました。 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしました。 

 本日はこれにて延会といたします。御苦労さまでした。 

                午後４時１６分延会 


